


 

  



 

 

はじめに 

本市では，2005（平成 17）年に制定した「神栖市環境基本条
例」に基づき，2009（平成 21）年 3 月に「神栖市環境基本計画」，
2014（平成 26）年 3 月に「[改訂]神栖市環境基本計画」を策定
し，「人と自然が調和・共生する循環型社会のまち・かみす」を
望ましい環境像として掲げ，市の環境の保全と創造のため，市
民と事業者の皆様とともにさまざまな取り組みを行っています。 

一方で，近年の環境問題は，大気や水質などの生活環境の問題や，不法投棄等の廃
棄物問題といった地域内における従来の問題のみならず，東日本大震災を契機とした
エネルギー問題，地球温暖化に伴う集中豪雨や猛暑日の増加といった，市域を超えた
新たな問題に対しても対応が求められるようになりました。 

そこで，このような社会情勢の変化に対応するために，これまでの 10 年間の計画に
基づく施策の成果を踏まえながら，環境に関する施策を総合的かつ計画的に推進する
ためのマスタープランとして，新たな計画を策定しました。 

新たな「神栖市環境基本計画」は，これまでの計画の内容を継承しつつ，社会的変
化に伴う新たな視点や課題を踏まえた施策の方向性や環境指標を示しています。また，
環境問題の解決のためには，行政，市民，事業者の三者が協働して環境の保全と創造
に取り組むことが重要なため，市民と事業者の皆様に実践していただきたい具体的な
取り組みを示しています。 

市の豊かな自然環境を守り，より良い環境を将来の世代に引き継いでいくことは，
私たちの使命です。今後とも，環境への負荷の少ない持続可能な社会の実現を目指し
てまいりますので，より一層のご協力をお願い申し上げます。 

結びに，本計画の策定にあたりまして，アンケート調査やパブリックコメントなど
ご意見をいただきました市民・事業者の皆様，また，貴重なご提言をいただきました
神栖市環境審議会委員並びに神栖市環境市民会議委員の皆様に対しまして，心より感
謝を申し上げます。 

2019（平成 31）年 3 月 
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第1章 新たな神栖市環境基本計画の策定に当たって 

 1 策定の背景 

（1） 本市の環境を取り巻く情勢の変化 

2015（平成 27）年にフランス・パリで行われた第 21 回気候変動枠組条約締約国

会議（COP 21）において，2020 年以降の新たな地球温暖化対策に関する法的枠組で

ある「パリ協定」が採択されました。パリ協定は，産業革命前と比較して気温上昇を 2℃

未満に抑制することを世界共通の長期目標とし，主要排出国を含むすべての国が削減目

標を 5 年ごとに提出・更新することなどが盛り込まれた，世界各国が協力する初めての

枠組となります。 

「持続可能な開発目標（Sustainable Development Goals：SDGs）」は，2015

（平成 27）年の国連総会で採択された 2016（平成 28）年から 2030 年までの国際

目標で，先進国を含めた国際社会全体が，持続可能な発展をするため，17 の目標の達

成に取り組んでいく必要があります。 

 

以上のような国際的な動向が変化している中，我が国においては，SDGs の考え方を

活用して環境・経済・社会の統合的向上の具体化を進めるための戦略を掲げた，「第五

次環境基本計画」が 2018（平成 30）年 4 月に閣議決定されました。さらに，パリ協

定の発効を受け，2030 年，さらに 2050 年を見据えた新たなエネルギー政策の方向

性を示された，「第五次エネルギー基本計画」が 2018（平成 30）年 7 月に閣議決定

され，環境分野を巡る国内外の情勢変化を受け，環境政策の新たな大綱が定められまし

た。 

その他にも，自然共生分野では，我が国の生物多様性に関する目標や戦略を示す「生

物多様性国家戦略 2012-2020」が策定され，循環型社会の分野では，SDGs に基づ

き，資源循環と低炭素化や国土の強靱化との同時達成を図ることを示した「第四次循環

型社会形成推進基本計画」が 2018（平成 30）年 6 月に閣議決定されるなど，あらゆ

る観点で環境問題の解決に向けた取組が進められています。 

 

本市では，「かみす共創まちづくりプラン（第 2 次神栖市総合計画）」（2018（平成

30）年 6 月策定）において，恵まれた自然環境と産業が調和し，うるおいと安らぎ，

安全・安心を兼ね備えたまちの形成を目指した新たな方向性が示されました。また，「神

栖市一般廃棄物処理基本計画」（2018（平成 30）年 3 月改定）や「神栖市水素エネル

ギー利活用戦略」（2017（平成 29）年 3 月策定）の改定・策定を行うなど，本市全体

に関わる環境問題の解決に向けた取組を行っています。 
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第１章 新たな神栖市環境基本計画の策定に当たって  

（2） 現行計画の振り返り 

現行計画では，将来の環境像として「人と自然が調和・共生する循環型社会のまち・

かみす」を掲げ，実現するための基本目標として「環境への負荷の少ないまち」，「自然

にやさしいまち」，「循環が構築されるまち」，「地球を大切にするまち」，「みんなが環境

保全に取り組むまち」の 5 つの分野ごとに施策を取り組んできました。 

 

【基本目標 1：環境への負荷の少ないまち】 

大気や水質などの生活環境の保全に取り組んできました。計画期間内では，大気環境

の環境基準達成を概ね維持できましたが，水質や騒音は環境基準超過地点が継続的に存

在するなどの課題が挙げられたため，これまで以上に取り組んでいくことが重要です。

さらに，PM2.5，放射性物質等をはじめとした新たな環境リスクへの対応も重要となり

ます。 

 

【基本目標 2：自然にやさしいまち】 

自然環境の適切な保全と活用を推進してきました。公園・緑地面積が拡大し，希少な

鳥類，植物・菌類等が確認できたことなど，一定の成果が見られました。一方で，自然

地域の現状調査や生物多様性保全の啓発等が継続して行われてこなかったことから，取

組をさらに進めていく必要があります。このほかにも，増加した外来生物への対応等も

大きな課題となります。 

 

【基本目標 3：循環が構築されるまち】 

資源の有効利用の推進や農業による環境への負荷の削減に努めてきました。市民・事

業者・行政が協力・連携して取り組んできた結果，本市のごみの総排出量の低減や資源

化量の増加が見られ，海岸清掃は大規模なイベントとして地域に根付きました。課題と

しては，家庭ごみの横ばい傾向が継続しているため，さらなるごみの減量化に向けた取

組を進めることが必要です。また，不法投棄が依然としてなくならず，一層のモラル向

上が必要となります。 

 

【基本目標 4：地球を大切にするまち】 

温室効果ガス排出量の削減に向けた取組を推進してきました。本市の恵まれた自然環

境から，太陽光や風力等の再生可能エネルギーの導入を大幅に拡大することができまし

たが，近年の市域の温室効果ガス排出量が増加傾向にあることにも目を向ける必要があ

ります。さらに，気候変動による影響に対して適応できるよう備えていくことも重要で

す。 

 

【基本目標 5：みんなが環境保全に取り組むまち】 

市民や事業者の環境保全活動を促進するための情報提供や環境教育・環境学習を推進

してきましたが，市民活動，環境セミナー等の参加が少なく，さらなる活性化が求めら

れます。  
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（3） 神栖市環境基本条例 

神栖市環境基本条例は，2005（平成 17）年に制定され，市の環境を保全し創造し

ていくための基本理念を定めるとともに，市，事業者及び市民の責務を明らかにし，併

せて環境の保全及び創造に関する施策の基本となる事項を定めることによって，環境の

保全及び創造に関する施策を総合的かつ計画的に推進し，もって現在及び将来の市民の

健康で安全かつ文化的な生活の確保に寄与することを目的としています。 

 

神栖市環境基本条例（2005（平成 17）年 3 月 25 日 条例第 3 号） 

（基本理念） 

第 3 条 環境の保全及び創造は，すべての市民が健康で安全かつ文化的な生活を

営むために必要とされる良好な環境を確保し，及び人と自然との共生を図ると

ともに，これを将来の世代へ継承していくことを目的として行われなければな

らない。 

2 環境の保全及び創造は，健全で恵み豊かな環境を維持しながら，環境への負荷

が少ない，持続的発展が可能な循環型社会の構築を目的として行われなければ

ならない。 

3 環境の保全及び創造は，市，事業者及び市民がそれぞれの責務に応じた公平な

役割分担と連携のもとに積極的に取り組むことにより行われなければならな

い。 

4 地球環境保全は，人類共通の課題であるとともに，市民の健康で安全かつ文化

的な生活を将来にわたって確保するうえでの課題であることを認識し，すべて

の者がこれを自らの課題であるととらえ，それぞれの事業活動及び日常生活に

おいて積極的に推進しなければならない。 

（環境基本計画） 

第 7 条 市長は，環境の保全及び創造に関する施策を総合的かつ計画的に推進す

るための基本となる計画(以下「環境基本計画」という。)を定めなければなら

ない。 

2 環境基本計画は，次に掲げる事項について定めるものとする。 

(1) 環境の保全及び創造に関する総合的かつ長期的な目標及び施策の方向 

(2) 環境の保全に関する施策を総合的かつ計画的に推進するために必要な事項 

3 市長は，環境基本計画を定めるに当たっては，市民，事業者又はこれらの者の

組織する民間の団体(以下「市民等」という。)の意見を聴くために必要な措置

を講じるものとする。 

4 市長は，環境基本計画を定めるに当たっては，神栖市附属機関に関する条例(昭

和 47 年神栖町条例第 42 号)に規定する神栖市環境審議会の意見を聴かなけ

ればならない。 

5 市長は，環境基本計画を定めたときは，速やかにこれを公表しなければならな

い。 

6 環境基本計画の変更については，前 3 項の規定を準用する。 
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第１章 新たな神栖市環境基本計画の策定に当たって  

 2 計画の基本的事項 

（1） 計画の目的 

本計画は，「神栖市環境基本条例」に定めた環境の保全及び創造に関する基本理念の

実現を目的とします。 

 
（2） 計画の位置づけ 

本計画は，「神栖市環境基本条例」に基づいて策定しました。 

また，国や県をはじめとする環境関連計画や本市の関連計画との連携と整合を図りま

した。特に，本市の最上位計画である「かみす共創まちづくりプラン（第 2 次神栖市総

合計画）」を環境面で支えるものと位置づけ，両計画は相補的な関係をとることとなっ

ています。 

さらに，環境に関する目標や方向において，環境基本計画の関連計画に当たる「神栖

市一般廃棄物処理基本計画」や「神栖市都市計画マスタープラン」などの計画と，本計

画との整合を図ります。 

 

  

 

 

神栖市環境基本条例 

・第五次環境基本計画 

・茨城県環境基本計画 等 

 

かみす共創まちづくりプラン 

（第 2 次神栖市総合計画） 

 連携・整合 

連携 

・ 

調整 

連携・整合 

都市計画マスタープラン 

まちづくり 

一般廃棄物処理基本計画 

廃棄物 

環境保全率先実行計画 

温暖化対策 

水素エネルギー利活用戦略 

水道ビジョン 等 

その他 

関連計画 

連携・調整 
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（3） 計画の期間 

2019 年度から 2028 年度までの 10 年間とします。 

5 年目に計画の軌道修正等を行うための中間的な見直しを実施します。 

 
 
（4） 計画の対象地域 

本計画で対象とする地域は，市全域とします。 

 
（5） 対象とする環境の範囲 

本計画は，身近な環境問題から地球温暖化等の地球規模の環境問題までを総合的にと

らえていくものとし，生活環境，自然環境，循環型環境，地球環境，環境保全活動まで

を幅広く対象の範囲とします。 

 

環境の範囲 環境項目 

生活環境 大気，水質，騒音・振動，悪臭，土壌・地盤，化学物質 

自然環境 
野生生物（動物・植物，生態系），農地，水辺，公園・緑地， 

人と自然とのふれあい，景観 

循環型環境 ごみ，リサイクル，環境美化，水の循環，農業 

地球環境 地球温暖化，オゾン層の破壊，酸性雨，エネルギー 

環境保全活動 市民・事業者・市による環境保全活動 

 
  

 

2019 年度 2023 年度 2028 年度 

計画開始年度 中間見直し 目標年度 
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第２章 計画の目標  

第2章 計画の目標 

 1 望ましい環境像 

本市には，国内有数の工業団地である鹿島臨海工業地帯があり，工業都市としての一面

があります。鹿島臨海工業地帯による都市化の進展は，私たちの生活に豊かさをもたらす

一方で，環境への負荷を増加させている側面があることは否めません。こういった都市化

によって，自然は大きく変貌しましたが，今なお利根川や常陸利根川，外浪逆浦，沖の洲

地区などの豊かな自然環境が残されています。 

この豊かな自然を守っていくことのみならず，より良い環境を次の世代に引き継いでい

くためには，私たち「人」と環境としての「自然」とのつながりが密接であり，私たちの

生活が良好な環境に支えられたものであることを改めて認識する必要があります。 

私たちは，今ある環境課題を解決し，「人」及び「人の活動（産業活動）」と環境との調

和と共生の実現を目指さなくてはなりません。 

その上で，人間の活動によって生み出される「物」の循環だけでなく，自然についても

循環を基調とした持続可能な社会の構築を図っていかなくてはなりません。 

以上のことから，望ましい環境像を次のとおり設定します。 
 

  

 2 基本目標 

本計画では，望ましい環境像を実現するための目標として，環境面から望まれる 5 つ

の基本目標を設定します。基本目標 5「みんなが環境をまもり，創造するまち」は，人材

育成や教育などの共通基盤的な観点として位置付けています。 
 

  

 
 

自然といきものをまもり，共生するまち 基本目標 3 

資源を有効利用し，環境への負荷が少ないまち 基本目標 2 

気候変動防止に貢献し，備えるまち 基本目標 1 

健全な生活環境をまもり，安心して暮らせるまち 基本目標 4 

みんなが環境をまもり，創造するまち 基本目標 5 
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第２章 計画の目標  

  基本目標 1 気候変動防止に貢献し，備えるまち 

 

地球温暖化による気候変動は，日本をはじめとした世界各地で，大型の台風や集中豪雨，

干ばつなどの異常気象の増加を引き起こしており，自然環境や私たちの生活にも様々な影

響を及ぼしています。健全で恵み豊かな地球環境を，次の世代に継承するため，地球環境

保全のための取組を推進する必要があります。 

そこで，本市では，市民一人ひとりの省エネルギー型ライフスタイルへの転換を促し，

事業者の省エネルギー対策の支援を行うなど，市全体で地球環境保全に取り組みます。ま

た，太陽光や風力といった再生可能エネルギー導入の促進や低炭素型まちづくりを推進し

ます。さらに，水素エネルギーを軸とした産業等の振興を実現することにより，環境にや

さしいだけでなく，大規模災害等におけるエネルギー面の備えにも配慮します。将来予測

される気温上昇や大雨の増加等の気候変動の影響に関連する情報を収集・提供し，気候変

動による影響への対応を計画的・体系的に進めていきます。 

このように，気候変動のリスクの低減に貢献すると同時に，気候変動による影響に備え

るまちの実現を目指します。 

 

 

基本目標の概要 

目指すべき姿 
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  基本目標 2 資源を有効利用し，環境への負荷が少ないまち 

 

近年，社会経済活動の拡大に伴い，生活が豊かになっている一方で，廃棄物の増加や不

法投棄問題といった廃棄物をめぐる様々な問題が指摘されており，「大量生産，大量消費，

大量廃棄」型の従来の社会のあり方や一人ひとりのライフスタイルを見直し，社会におけ

る物質循環を確保することが必要不可欠となっております。 

そこで，本市では，できる限り廃棄物の排出を抑制し，次に廃棄物となったものについ

ては不適正処理の防止，環境への負荷の低減に配慮しつつ，できる限り循環を行います。

また，水資源の有効利用を進めるとともに，安全で安心できる水の安定供給を図り，計画

的な土地利用の推進等により，健全な水循環の実現を目指します。さらに，農業に伴う環

境への負荷をより少なくするとともに，農業の持続可能な利用と保全・維持に努めます。 

このように，本市の資源の有効利用を進めることで，環境への負荷が少ない循環型のま

ちの実現を目指します。 

 

 

 

 

基本目標の概要 

目指すべき姿 
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第２章 計画の目標  

  基本目標 3 自然といきものをまもり，共生するまち 

 

自然は，心の豊かさが実感できる快適な環境をもたらし，暮らしや産業を支える貴重な

資源です。本市は，鹿島灘や利根川に囲まれた豊かな水辺環境と，農地，平地林，屋敷林

など豊かな緑地環境を有しており，多種多様な生物（動植物）が生息しています。農業や

観光など様々に活用されてきたことから，本市の個性と魅力である豊かな自然環境の保全

を推進していく必要があります。 

そこで，本市では，多様な生物の生息の場でもある豊かな自然を適切に保全するととも

に，環境学習の場や人と自然とのふれあいの場として，活用していきます。また，市街化

が進んだ地域については，公園や緑地の計画的な整備と維持管理により，うるおいのある

空間の創出に努めます。 

このように，自然環境の適切な保全と活用を推進し，人と生物とが共生する豊かさを感

じることのできるまちの実現を目指します。 

 

 

 

 

基本目標の概要 

目指すべき姿 



 

11 

  基本目標 4 健全な生活環境をまもり，安心して暮らせるまち 

 

空気や水がきれいなこと，その場にふさわしい音が聞こえることなどは，私たちの生活

にとって重要な要素です。国内有数の工業都市として発展を遂げてきた本市では，その過

程において，豊かさがもたらされた反面，環境への負荷を増大させてきた側面もあります。

これまでも，様々な公害対策を講じてきていますが，さらなる安全な環境への取組が必要

となっています。 

これまで，公害防止協定やそれぞれの事業所の自主的な努力などにより，大気汚染をは

じめとする公害の発生は大幅に改善されてきましたが，良好な水環境の形成，主に幹線道

路沿道で見られる自動車騒音の悪化やにおいの問題，化学物質によるリスクの低減，市民

の生活を脅かす物質の監視など，引き続き取り組むべき課題の解決に努めていきます。 

このように，健全な生活環境を守り，私たちが安心して健やかに暮らすことのできるま

ちの実現を目指します。 

 

 

 

 

基本目標の概要 

目指すべき姿 
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第２章 計画の目標  

  基本目標 5 みんなが環境をまもり，創造するまち 

 

本市の環境に関する課題を解決し，次の世代により良い環境を残していくためには，市

民，事業者，行政の各主体がそれぞれの責任と役割に応じた取組を自ら積極的に進めると

ともに，互いの連携と協力によってより良い環境の実現を目指していく必要があります。 

そのため，市民や事業者の環境保全活動を促進するための情報の提供等の取組を推進し

ます。さらに，市民一人ひとりが環境に対する理解や関心を深め，より積極的に環境へ配

慮した取組を実践する人を増やすため，環境教育や環境学習を推進します。 

このように，市民，事業者，行政の三者による環境の諸課題に取り組み，広く市全体の

環境の保全と創造に積極的に取り組むまちを目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

基本目標の概要 

目指すべき姿 
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第3章 重点戦略 

重点戦略の位置付け 

本計画では，新たな環境に関する課題や市を取り巻くさまざまな状況に対応し，望まし

い環境像の実現を強力に進めていくために，特に力を入れる必要のある施策を「重点戦略」

として位置付けます。戦略設定に当たっての基本方針は次のとおりです。 

 

 重点戦略とは，優先的に取り組むべき施策・事業を組み合わせて，計画のエンジン

として一体的に推進するもの。 

 環境面において，大幅な市域の温室効果ガス排出量削減，新たな資源循環の流れを

つくるなどの大きな環境保全効果が期待できるもの。 

 社会面，経済面などの本市が現在抱えている地域課題に対して，環境側面からアプ

ローチすることで，環境面だけではない相乗的・統合的に大きな改善効果も期待で

きるもの。 

 

重点戦略 

 

 
 

 
 

 

 

  

重点戦略１     かみす持続可能なエコ・シティ事業 

重点戦略 2     かみすグリーンネットワーク構築検討 

重点戦略 3     市⺠参加型省エネ普及啓発事業の検討 
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第３章 重点戦略  

 

 

 持続可能な社会の実現に向けて，市民一人ひとりのライフスタイルや産業構造，都

市構造の転換が求められています。そのための一つの方向性として，まち全体とし

ての将来のエネルギーの使い方を検討する必要があります。 

 本市における水素エネルギー供給及び導入のポテンシャルを最大限に活かし，市内

で製造・貯蔵された水素が有効に利活用されることで，環境にやさしいだけでなく，

大規模災害等へのエネルギー面からの備えにも配慮したまちを目指します。 

 新たな産業の創出や市域をフィールドにした研究開発の拠点として，さまざまな人

やものが行き交う活気に溢れた先進都市を目指します。 

 

 将来に向けた新たなエネルギーの使い方をまち全体で考えていくため，再生可能エ

ネルギーや水素などのクリーンなエネルギー源の導入と ZEH・ZEB 等の最新の省

エネルギー技術を組み合せたエネルギー事業や，エネルギーの地産地消に向けた地

域新電力の活用などを検討します。 

 市民のライフスタイルの変革や新たな産業・雇用創出，観光，研究フィールド等へ

の波及も期待できます。 

 

施策 該当ページ 

基本目標 1 

省エネルギー設備の普及 P21 

再生可能エネルギーの普及促進 P22 

家庭・事業所への水素エネルギーの浸透 P23 

安定的な水素エネルギー供給体制の検討 P23 

水素に関する新たなビジネス創出及び研

究開発などの支援 
P23 

市民や事業者などへの普及啓発 P23 

基本目標 5 グリーン・イノベーションの推進 P78 

 

  

重点戦略１     かみす持続可能なエコ・シティ事業 

戦略のねらい 

戦略の概要 

対象とする施策 
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 海岸・河川などの水辺環境や田園・緑地環境など，恵まれた自然環境を健全に維持

し，水と緑に囲まれた豊かな暮らしを，次の世代に引き継いでいく必要があります。

豊富な自然資源を保全・活用しながら，水と緑，観光・レクリエーション資源のネ

ットワーク化を図ることで，暮らしの快適性を高めるとともに，自然との共生や地

域振興等を目指します。 

 

 

 施設等の緑化（点・面）と道路等の緑化（線）を総合的に展開し，市域にみどりの

ネットワークの構築を推進します。 

 ネットワーク化への貢献を評価・認定するような制度づくり等も検討することで，

さらなる緑化促進を図ります。 

 二酸化炭素の吸収源としてだけでなく，生物多様性への配慮，市民の住みやすさ，

都市景観の向上等への波及も期待できます。 

 

 

施策 該当ページ 

基本目標 3 

公共施設等の緑化 P46 

公園・緑地の整備 P49 

道路景観の整備 P50 

家庭・事業所の緑化の推進 P50 

花いっぱい活動の充実 P50 

 
 

  

重点戦略 2     かみすグリーンネットワーク構築検討 

戦略のねらい 

戦略の概要 

対象とする施策 
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第３章 重点戦略  

 

 

 豊かな自然や暮らしを次の世代に引き継ぐためには，市民一人ひとりが省エネをさ

らに推進し，温室効果ガスの排出量を減らしていくことが不可欠です。より多くの

市民が率先して省エネ対策を取り組むための基盤づくりを進めることで，家庭部門

における低炭素化への貢献だけでなく，新たなライフスタイルの確立，コミュニテ

ィの活性化等を目指します。 

 

 

 市民におけるこれまで以上の環境保全の取組促進を図るため，取組へのインセンテ

ィブを付与するような事業の方法等について検討します。 

 市民のライフスタイルの変革や地域産業振興等への波及も期待できます。 

 

 

施策 該当ページ 

基本目標 5 

市民参加型の環境事業の検討 P75 

環境教育の推進 P76 

グリーン・イノベーションの推進 P78 

 
 
 

重点戦略 3     市民参加型省エネ普及啓発事業の検討 

戦略のねらい 

戦略の概要 

対象とする施策 
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第4章 施策の展開 

 1 環境施策体系 

   施策の方向性 施策の展開方針 施策基本目標

基
本
目
標
１

気
候
変
動
防
止
に
貢
献
し
，
備
え
る
ま
ち

(1) 酸性雨の発生状況の
監視の継続 ① 酸性雨発生状況の監視

1-4
酸性雨に関する
情報の収集

(1) フロン回収の啓発の
推進 ① 法に基づくフロン回収の啓発

1-3
フロンの確実な
回収の促進

(1) 省エネルギーの促進
① 省エネルギー活動の普及 ② 省エネルギー設備の普及
③ エコドライブの普及促進 ④ 次世代自動車の導入促進

(3) 新たなエネルギー導入
の促進

① 家庭・事業所への水素エネルギーの浸透★
② 安定的な水素エネルギー供給体制の検討★
③ 水素に関する新たなビジネス創出及び研究開発などの支援★
④ 市民や事業者などへの普及啓発★

(2) 再生可能エネルギー
導入の促進

① 再生可能エネルギーの普及促進
② 家庭・事業者への再生可能エネルギー導入の促進

(4) 低炭素なまちづくり
の推進

① 人と環境にやさしい総合的な交通ネットワークの構築★
② 都市のエネルギーシステムの効率化の推進★

1-1
温室効果ガス排出
量の削減

(1) 気候変動による影響
の理解促進 ① 気候変動に関する情報の収集・提供★

(2) 気候変動による影響
への対応

① 高波・水害対策の推進★ ② 熱中症対策の推進★
③ 感染症対策等の推進★

1-2
気候変動への適応

(1) 市民・事業者・行政が
協働した5Rの促進

① ごみの発生抑制，分別の徹底や再資源化に対する意識の啓発
② ごみの発生抑制（リフューズ：Refuse）の促進
③ ごみの排出抑制（リデュース：Reduce）の促進
④ 修理・修繕（リペア：Repair），再使用（リユース：Reuse）の普及
⑤ ごみの再生利用（リサイクル：Recycle）の推進

(2) 環境に配慮した適正
処理・処分の推進

① 適正な中間処理の実施 ② 野外焼却禁止の励行
③ 継続的な収集運搬，処理処分体制の構築

(3) 神栖地域と波崎地域
の清掃行政の円滑化 ①分別区分の構築 ②資源物排出方法の構築 ③収集・運搬体制の構築

2-1
資源が循環する
社会の構築

(2) 水の有効利用の促進 ① 地下水の適正な利用 ② 節水の啓発
(1) 水道普及率の向上 ① 上水道への切替えの促進

(3) 計画的な土地利用の
推進 ① 国土利用計画等に基づく土地利用の推進

2-2
水の健全な循環
の確保

(1) 環境保全型農業の促進

① エコファーマー登録の促進
② 環境に優しい農作物（農薬低減）の栽培促進
③ 畜産排泄物の適正処理の促進
④ ソーラーシェアリングの普及★
⑤ 優良農地の保全・集約化★

(2) 資源の有効利用の促進 ① 農業系資源有効利用の促進
② 耕作放棄地の有効活用の促進★

2-3
環境に配慮した
農業振興

基
本
目
標
２

資
源
を
有
効
利
用
し
，
環
境
へ
の
負
荷
が
少
な
い
ま
ち

(1) 豊かな自然地域の
現況把握 ① 豊かな自然地域の現状調査の実施 ② 自然環境調査の実施

(2) 生物多様性の保全と
管理

① 生物多様性の保全の啓発 ② 豊かな自然地域の保全
③ 豊かな自然地域の管理 ④ 海岸環境の保全・整備★
⑤ 外来生物の侵入防止と抑制★

3-1
豊かな自然を
有する地域の保全

基
本
目
標
３

自
然
と
い
き
も
の
を
ま
も
り
，
共
生
す
る
ま
ち

3-2
自然環境の回復 (2) 自然環境に配慮した

農地整備の推進 ① 農地の保全

(1) 自然環境に配慮した
都市整備の推進 ① 河川の環境美化と景観の保全 ② 公共施設等の緑化

(3) 良好な都市景観の形成
① 総合的な都市景観の形成 ② 道路景観の整備 ③ 快適な住環境の形成
④ 家庭・事業所の緑化の推進 ⑤ 花いっぱい活動の充実
⑥ 景観資源の活用

(1) 人と自然とのふれ
あいの充実

① 人と自然とのふれあい活動の場の活用
② 人と自然とのふれあい活動の場の整備

(2) 公園・緑地の整備と
管理の推進 ① 公園・緑地の整備 ② 公園・緑地の管理

3-3
人と自然との
ふれあいの促進
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第４章 施策の展開  

本計画では，望ましい環境像を実現するため，基本目標ごとに施策の展開を図ります。 

具体的には，基本目標達成のため施策の方向性を定め，施策を展開し，施策の内容を設

定します。また，施策の進捗を管理するための環境指標を定めます。 

★印：本計画より追加した新規施策 

   施策の方向性 施策の展開方針 施策基本目標

基
本
目
標
４

健
全
な
生
活
環
境
を
ま
も
り
，
安
心
し
て
暮
ら
せ
る
ま
ち

4-3
地下水質の安全
確保

(1) 地下水質監視の継続 ① 地下水質の測定の実施
(2) 有機ヒ素化合物汚染

対策の推進 ① 有機ヒ素化合物汚染の監視

4-1
大気環境基準の
維持と向上

(3) 自動車排出ガス対策の
推進 ① 次世代自動車の率先導入 ② エコドライブの普及促進

(1) 大気監視の継続
① 一般環境大気常時監視測定局等による大気環境測定の実施
② 市内の降下ばいじんの状況の把握

(2) 発生源対策の推進 ① 公害防止協定の遵守要請

4-2
水質環境基準の
達成

(1) 水環境監視の継続 ① 公共用水域の水質測定の実施

(3) 神之池浄化対策の推進 ① 神之池浄化手法の検討と実施 ② 神之池緑地の整備と充実
(2) 発生源対策の推進 ① 公害防止協定の遵守要請

(1) 騒音・道路沿道振動
監視の継続 ① 騒音測定の実施 ② 道路沿道振動測定の実施

(2) 道路交通騒音・振動
対策の推進 ① エコドライブの普及促進 ② 低騒音型の道路整備

(3) 騒音・振動対策の推進 ① 工場，事業場騒音・振動対策 ② 近隣騒音対策

4-5
騒音・振動の
少ない環境の維持

(1) 悪臭監視の継続 ① 臭気測定の実施
(2) 発生源対策の推進 ① 悪臭発生事業所への指導 ② 公害防止協定の遵守要請
(3) 近隣悪臭対策の推進 ① 近隣悪臭防止のための指導と啓発

4-6
においのない環境
の達成

(2) 化学物質の適正な管理
の推進 ① 公害防止協定の遵守要請 ② ごみ処理施設等の適正管理

(3) リスクコミュニケー
ションの推進 ① 化学物質に関する情報交換

(4) 野外焼却等対策の推進 ① ごみの野外焼却の防止 ②農業系廃プラスチックの野外焼却の防止
(5) 放射性物質の監視 ① 空間放射線量の監視 ② 放射性物質の監視

(1) 化学物質の排出・移動
量の監視 ① 化学物質の排出・移動量の把握 ② ダイオキシン類測定結果の把握

4-7
安全確保のための
化学物質等の管理

(1) 公共下水道整備の推進 ① 下水道計画の推進 ② 下水道接続率の向上
(2) 浄化槽対策の推進 ① 高度処理型合併処理浄化槽の設置促進 ② 浄化槽の管理の促進
(3) し尿・浄化槽汚泥の

適正処理の推進 ① し尿・浄化槽汚泥の計画的な処理 ② 衛生プラントの適正稼動

4-4
生活排水処理率の
向上

5-2
事業者の環境
保全活動の推進

(1) 環境と経済の好循環の
促進 ① 公害防止協定の締結

(2) 事業者等の地域活動
への参加の促進 ① 環境保全活動への参加要請

基
本
目
標
５

み
ん
な
が
環
境
を
ま
も
り
，
創
造
す
る
ま
ち

(1) 市民の環境保全活動の
促進

① 日常生活における環境配慮の促進
② 市民参加による美化活動の促進
③ ごみのポイ捨ての防止
④ 飼い犬や飼い猫などの飼養動物の適正管理の推進
⑤ 環境情報の提供
⑥ 市民の環境保全活動の紹介

5-1
市民の環境保全
活動の促進 (2) 地域の環境保全活動の

活性化
① ボランティア組織の育成及び活動への支援 ② 環境イベントの開催
③ 市民参加型の環境事業の検討★

(3) 環境教育の推進
① 環境教育の推進 ② 出前講座の開設
③ 人材の育成 ④ 環境学習教材の整備

(1) 事務事業に伴う環境
への負荷の低減 ① 環境保全率先実行計画の推進

(3) その他の公害等の発生
の防止

① 土壌汚染対策 ② カラスの対策の実施 ③ 不法投棄の防止
④ 空き地・空家の適正管理の推進 ⑤ その他の公害等の発生の防止

(2) 公害苦情の適正な処理
の推進 ① 公害苦情等の適正処理

5-3
市の率先的な
活動の実施
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 2 施策の方向性 

基本目標 1 気候変動防止に貢献し，備えるまち 
 

 

 

■■ 現状 

 市域における温室効果ガス排出量は，2015（平成 27）年度は約 4，835 千 t-CO2

であり，1990（平成 2）年度と比較すると，40.2%を増加しています。内訳は，

産業部門の製造業が占める割合が最も多く全体の約 9 割を占めています。次いで多

いのが民生部門の業務，家庭の順となっています。 

 本市の温室効果ガス排出量の推移は，2007（平成 19）年度まで毎年増え続け，

リーマンショック等の影響により 2008（平成 20）年度は大きく減少しましたが，

その後は漸増傾向で推移しています。 

 本市に導入されている再生可能エネルギーには，太陽光発電，風力発電のほかバイ

オマス発電設備があります。全体の導入件数及び導入容量は，固定価格買取制度開

始後，順調に増加しており，導入容量は 2014（平成 26）年度の 2，865kW か

ら 2016（平成 28）年度には 4，027kW と約 1.4 倍になっています。 

 県の「いばらき水素戦略」においても主要な水素関連資源地域として示されている

とおり，鹿島臨海工業地帯からの副生水素だけでなく，風力発電をはじめとした再

生可能エネルギー源が豊富に存在することなどから，水素エネルギー導入に向けた

ポテンシャルが高い地域であると考えられます。 

 本市における市民の移動手段は，可住地面積が広いことや，鉄道がないことなどか

ら，自動車利用が多く，公共交通による移動手段が充実しているとは言えない状況

にあります。 

  

＜図：市域における温室効果ガス排出量＞  
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第４章 施策の展開  

  

＜図：再生可能エネルギー導入件数及び容量の推移＞ 

 
■■ 課題 

 温室効果ガスの排出量を抑制するため，省エネルギーの取組や再生可能エネルギー

の導入などの取組を促進し，地球温暖化対策を推進する必要があります。 

 東日本大震災の際には，臨海部を中心として津波の被害も経験したことから，自立

可能な非常用電熱供給源などによる防災拠点におけるライフライン確保の重要性が

高くなっています。 

 温室効果ガス排出量を抑制するため，環境への負荷の少ない公共交通の充実や自転

車利用の促進が求められます。 
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地球温暖化の影響 
 

地球温暖化は人類に深刻な影響を及ぼす

ものです。例えば，地球温暖化が原因とさ

れている気候変動や気温上昇は，沿岸域の

洪水や暴風雨による被害の増加や生態系の

変化，乾燥地域の干ばつの増加などを引き

起こし，様々な自然システムに悪影響を及

ぼしています。 

特に日本の都市域では，集中豪雨などの 

異常気象による被害の他，これまで

熱帯地方の病気と考えられていたデ

ング熱等の蚊に媒介される感染症の

増加などの影響が危惧されます。 
＜大規模な水害の様子＞ 

出典）気候変動適応情報プラットフォーム 

ホームページより 

神栖市イメージキャラクター：カミスココくん Ⓒ神栖市 



 

21 

■■ 施策の展開方針 

施策の展開方針１ 省エネルギーの促進 

温室効果ガスの排出量を抑制するために，省エネ行動の実践や計画的に省エネルギー機

器を導入し，省エネルギー型ライフ・ワークスタイルへの転換のための対策やエネルギー

効率の良い建築物など，施設・設備の環境性能の向上を図ります。 

 市の施策 

 

 

 

 

 市民・事業者の取組 

市民 事業者 

・ エアコンの使用時の室温は，夏 28℃，

冬 20℃など日常的な省エネ行動を行

う。 

・ 高効率給湯器へ買い替える。 

・ 採光，通風，断熱などに配慮した住宅

を建築，選択する。 

・ 車を利用する場合には，エコドライブ

を実践する。 

・ 買替え時など購入が必要な際は，次世

代自動車を検討する。 

・ クールビズやウォームビズなど日常業務

における省エネ行動を実施する。 

・ 設備更新の際に，省エネルギータイプの

空調機，給湯設備，ボイラー等を導入す

る。 

・ 建築物を建築・改築の際に省エネ化する。 

・ 自らの配送から共同配送や運送会社の活

用などに切り替え，輸送の効率化を図る。 

・ 買替え時など購入が必要な際は，次世代

自動車を検討する。 

施策 1 省エネルギー活動の普及 

 家庭での省エネ活動を推進します。 

 グリーンコンシューマー行動の普及啓発を行います。 

 省エネルギー型のライフスタイルの実践に関する情報提供を行います。 

 事業所での省エネルギー診断を推進します。 

 環境マネジメントシステムの啓発を促進します。 

施策２ 省エネルギー設備の普及 

 ZEH・ZEB など高度な省エネ住宅・事業所に関する情報を提供します。 

 省エネルギー機器に関する情報を提供します。 

 環境への負荷の少ない公共施設の整備を推進します。 

 公共施設への省エネルギー改修を推進します。 

施策３ エコドライブの普及促進 

 アイドリングストップをはじめとするエコドライブの啓発活動を行います。 

 企業と連携して環境に配慮した自動車利用を推進します。 

 共同配送，物流共同化，モーダルシフトなどによる物流効率の向上を促進します。 

施策４ 次世代自動車の導入促進 

 次世代自動車の購入及び関連設備の設置に対し本市で助成します。 

 公用車について次世代自動車の導入を推進します。 

 市民が集まるイベント等での次世代自動車の展示や体験乗車をします。 
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第４章 施策の展開  

施策の展開方針２ 再生可能エネルギー導入の促進 

家庭や事業所における太陽光発電や太陽熱などの再生可能エネルギーの導入を促進す

るとともに，公共施設への導入を積極的に図ります。 

 市の施策 

 

 
 市民・事業者の取組 

市民 事業者 

・ 家庭の状況に応じて太陽光発電設備や

太陽熱温水器などを設置する。 

・ 事業の形態や事業所の状況に応じて，太

陽光発電，太陽熱利用など，再生可能エ

ネルギーの導入を図る。 

 

 
＜神栖市に立地する風力発電＞  

施策１ 再生可能エネルギーの普及促進 

 再生可能エネルギーに関する情報を提供します。 

 災害時利用を見すえた再生可能エネルギーの調査・検討を行います。 

 公共施設への再生可能エネルギー設備の導入を推進します。 

 民間企業と協働した再生可能エネルギー導入の検討を行います。 

施策２ 家庭・事業者への再生可能エネルギー導入の促進 

 家庭・事業者に対して再生可能エネルギーの普及啓発を行います。 

 家庭に対して再生可能エネルギー導入助成を PR します。 
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施策の展開方針３ 新たなエネルギー導入の促進 

国及び県等の水素に係る方針や施策を踏まえ，本市の地域特性を十分に活かしながら，

市民生活をより豊かで快適なものとするために，新たなエネルギーである水素エネルギー

の導入促進や新たな産業の創出のための支援策などを講じます。 

 市の施策 

 

 

 

 
 市民・事業者の取組 

市民 事業者 

・ 家庭における水素関連製品（家庭用燃料

電池，燃料電池自動車等）の利活用を図

る。 

・ 水素エネルギーに対する理解を深める

ため情報収集する。 

・ 事業所における水素関連製品（業務用燃

料電池，燃料電池自動車等）の利活用を

図る。 

・ 水素関連の知見・ノウハウを提供する。 

・ 水素関連技術や製品の開発に努める。 

・ 水素エネルギーに対する理解を深める

ため情報収集する。 

・ 水素関連の人材育成を図る。 

 

  

施策１ 家庭・事業所への水素エネルギーの浸透 新規 

 水素ステーションの導入に向けた運営・事業性等の検証を行います。 

 市内事業所への純水素型燃料電池導入に向けた実証実験等の検討を行います。 

 燃料電池自動車（FCV）の導入を促進します。 

 家庭への家庭用燃料電池（エネファーム）の導入拡大を図ります。 

施策２ 安定的な水素エネルギー供給体制の検討 新規 

 鹿島臨海工業地帯からの安定的な水素製造に向けた，実証実験等の検討を行いま

す。 

 再生可能エネルギーと水素を組み合わせた実証実験などの実施を検討します。 

 水素エネルギーの貯蔵及び輸送の可能性調査の実施を検討します。 

施策３ 水素に関する新たなビジネス創出及び研究開発などの支援 新規 

 水素関連事業の誘致・支援に向けた各種支援制度の検討を行います。 

 水素関連研究フィールドとしての誘致に向けた検討を行います。 

施策４ 市民や事業者などへの普及啓発 新規 

 水素エネルギーに関する市民理解を促進します。 

 水素関連産業や技術などに関する事業者への情報提供を行います。 
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第４章 施策の展開  

施策の展開方針４ 低炭素なまちづくりの推進 

低炭素な都市の実現に向けて，環境負荷の少ないシステムへの期待が一層高まっていま

す。そのため，公共交通の利用促進を図り，効率的なエネルギーシステムの導入の検討等

を進めることで，環境負荷の少ない低炭素なまちづくりを推進します。 

 市の施策 

 

 
 市民・事業者の取組 

市民 事業者 

・ デマンドタクシーやバスなどの公共交

通や，自転車を活用する。 

・ レンタカーやカーシェアを活用する。 

・ バスなどの公共交通や，自転車を活用す

る。 

 
■■ 環境指標 

指標 指標の内容 
現状（単位） 

【年度】 
目標（単位） 

【年度】 

温室効果ガス

排出量 

神栖市内で排出さ

れる二酸化炭素な

どの温室効果ガス

排出量 

4，835（千 t-CO2） 

【2015 年度】 

 

4，028（千 t-CO2） 

【2030 年度】 

（2013 年度比約 26%減） 

 

 

施策１ 人と環境にやさしい総合的な交通ネットワークの構築 新規 

 バス輸送の充実を図ります。 

 デマンドタクシーの利便性向上を図ります。 

 市内公共交通機関の連携を図ります。 

 神栖市地域公共交通活性化協議会の活動を支援し，公共交通の利用促進を図りま

す。 

施策 2 都市のエネルギーシステムの効率化の推進 新規 

 国内のエネルギー面的利用の事例の情報提供を行います。 

水素エネルギーを活用した新たな環境技術 
 

2014（平成 26）年，市場投入された「燃料電池自動車」により，近年，社会的に注目を集

めているのが「水素エネルギー」です。 

これまで水素は主に工業原料として用いられてきましたが，今，注目されている技術は，原料

として水素を使用するのではなく，エネルギーとして利用することです。 

水素をエネルギーとして利用する原理は，水素と酸素を反応させて電気を作り出すというもの

です。理科の実験などでも行われる「水の電気分解」の逆の原理です。 

この原理を活用したのが家庭用燃料電池（エネファーム）や燃料電池自動車（FCV）といった

ものになります。 
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■■ 現状 

 本市の気象は，黒潮の影響を受けた海洋性気候に属し，四季を通じて雨量が少なく，

比較的温暖であり，寒暖の差も比較的小さいものとなっています。 

 年平均気温は，昭和後期の約 14℃から近年は約 16℃となり，長期的な推移として

はやや上昇傾向にあると考えられます。 

 真夏日・熱帯夜の日数は，年による変動があるものの，2009（平成 21）年度以

降は概ね増加傾向にあります。 

 

 

備考）1. 2012（平成 24）年～2016（平成 28）年の平均値である。 

   2. 観測地点：鹿嶋 緯度：北緯 35 度 57.8 分/経度：東経 140 度 37.3 分 

出典）気象庁「気象統計情報」より 

＜図：月別平均気温と平均降水量＞ 

 

■■ 課題 

● 近年，気温が顕著に上昇しており，猛暑日や熱帯夜の増加，局地的大雨の増加，熱

中症や感染症のリスクの増大等，その影響が顕在化しつつあります。  

● 地球温暖化対策に加え，気候変動によって生じる様々な自然環境や私たちの生活へ

の被害などを軽減する対策（適応策）にも取り組むことが必要とされています。 
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第４章 施策の展開  

■■ 施策の展開方針 

施策の展開方針１ 気候変動による影響の理解促進 

気温の上昇や極端な気象の増加など気候変動の影響についての情報を収集するととも

に，市民・事業者等にも対策の必要性をわかりやすく啓発します。 

 

 市の施策 

 

 

 市民・事業者の取組 

市民 事業者 

・ 地球温暖化や極端な気候の増加が生活

に与える影響を理解・共有し，一人ひと

りができる対応策を考える。 

・ 地球温暖化や極端な気候の増加が事業

に与える影響を理解・共有し，事業者と

しての対応策を考える。 

 

施策の展開方針２ 気候変動による影響への対応 

気候の変化は，すでにさまざまな影響を及ぼし始め，今後はますます顕著になることが

想定されます。健康や防災などの気候変動による影響に対しての適応に取り組みます。 

 

 市の施策 

 

 

 
  

施策 1 気候変動に関する情報の収集・提供 新規 

 気候変動による影響について，地球温暖化対策に関する各種イベント等を通して，

普及啓発や情報発信を行います。 

施策 1 高波・水害対策の推進 新規 

 護岸や堤防等の嵩上げ，砂浜の維持・回復など，津波や高潮・波浪による災害，海

岸侵食から背後地の安全を確保するため対策を推進します。 

施策２ 熱中症対策の推進 新規 

 熱中症予防に関する情報をリーフレットや市ホームページ等各種媒体により広く

周知し，熱中症にかかりやすい高齢者をはじめとした市民への普及啓発を行いま

す。 

 熱中症が起こりやすいと思われる日には防災無線で市民に注意喚起を行います。 

施策３ 感染症対策等の推進 新規 

 デング熱など蚊媒介感染症の予防啓発や発生動向の把握に努めます。 



 

27 

 市民・事業者の取組 

市民 事業者 

・ 市で作成しているハザードマップを参

考に，災害時の避難などについてあらか

じめ考えておく。 

・ 豪雨に備え，排水溝などを日ごろから清

掃しておく。 

・ 適切に冷房を利用し，熱中症を予防す

る。 

・ 熱中症にかかりやすい高齢者や幼児な

どへの心配りを行う。 

・ 市で作成しているハザードマップを参

考に，災害時の避難などについてあらか

じめ考えておく。 

 
■■ 環境指標 

指標 指標の内容 
現状（単位） 

【年度】 
目標（単位） 

【年度】 

神栖市ホームペー

ジの「エコ・省エネ

支援」サイトへの年

間アクセス件数 

神栖市の省エネ・再エネに関す

る補助金情報に，気候変動への

適応に関する情報を加えて掲載

したサイトへのアクセス件数 

11，399（件） 

【2017 年度】 

12，000（件） 

【2028 年度】 

 

 

気候変動による影響への「適応」 
 

これまでの温暖化対策は，省エネルギーや再生可能エネルギーの積極的な活用など，温暖化の

進行を防止する手立て（緩和策）が中心でした。 

しかし，近年は，大雨や台風など異常気象や，デング熱など新たな感染症，熱中症患者の増加

など，地球温暖化の進行による影響に備える手立て（適応策）も講じることが求められてきてい

ます。 

出典）「温暖化から日本を守る適応への挑戦」（環境省） 
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第４章 施策の展開  

 

 

■■ 現状 

● オゾン層の破壊や地球温暖化の原因となるフロン類の排出抑制のため，2001（平

成 13）年に「特定製品に係るフロン類の回収及び破壊の実施の確保等に関する法

律（フロン回収・破壊法）」が制定され，2006（平成 18）年の法改正を経て，業

務用冷凍空調機器等からのフロン類の回収が実施されてきました。 

● しかし，特定フロンから代替フロンへの転換が進むなかで，地球温暖化係数の高い

代替フロンである HFC（ハイドロフルオロカーボン）の使用が急増しており，そ

の規制が必要となっていることなどを受け，フロン類の「使用の合理化」及び特定

製品に使用されるフロン類の「管理の適正化」を進めるため，2015（平成 27）

年 4 月に，「フロン類の使用の合理化及び管理の適正化に関する法律（フロン排出

抑制法）」が施行されました。 

● 本市では，家電リサイクル法はおおむね理解されており，購入店以外の店舗にも協

力いただき，適正な回収を行っています。 

 
■■ 課題 

● オゾン層破壊物質であるフロンが大気中に排出されないように家電リサイクル法

等に基づいて，フロンを確実に回収する必要があります。 

 
＜フロン回収・破壊法パンフレット表紙＞ 

出典）経済産業省，環境省ホームページ「フロン回収・破壊法」より  

施策の方向性 1－3 フロンの確実な回収の促進 

現状と課題 
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■■ 施策の展開方針 

施策の展開方針 1 フロン回収の啓発の推進 

オゾン層の破壊と地球温暖化の原因となるフロン類の排出抑制を一層強化するため，フ

ロンの回収を促進するための啓発を実施します。 

 

 市の施策 

 

 

 市民・事業者の取組 

市民 事業者 

・ 家庭におけるエアコンや冷蔵庫などに

含まれるフロン類の回収に協力する。 

・ 事業所におけるエアコンや冷蔵庫など

に含まれるフロン類の回収に協力する。 

 

■■ 環境指標 

指標 指標の内容 
現状（単位） 

【年度】 
目標（単位） 

【年度】 

大気環境中の

フロン環境 

濃度 

茨城県内（測定地点：水戸

市）で排出されるフロン類

（CFC-11，CFC-12，

CFC-113）の大気中濃度 

CFC-11 ：0.26（ppb） 

CFC-12 ：0.52（ppb） 

CFC-113：0.073（ppb） 

【2017 年度】 

減少方向 

【2028 年度】 

備考）目標値は「第 3 次茨城県環境基本計画」（茨城県）に基づきます。 
 

 

施策 1 法に基づくフロン回収の啓発 

 家電リサイクル法，特定製品に係るフロン類の回収及び破壊の実施の確保等に関す

る法律（フロン回収・破壊法）に基づくフロンの回収を促進するための啓発を実施

します。 

「フロンラベル」製品 
 

「フロンラベル」とは，消費者が地球温

暖化への影響を考えて製品を選べるよう

にするため，JIS（日本工業規格）が定め

た地球温暖化への影響度を示すマークで

あり，平成 27 年（2015 年）7 月よりエ

アコンなどの指定製品について，製品の本

体やカタログに表示することができるこ

とになりました。 

家庭用エアコンや業務用の冷凍機器・冷

蔵機器などを買い換える際は，「フロンラ

ベル」を参考に，地球温暖化への影響が少

ない製品を選ぶ心がけが重要です。 
＜フロンラベル＞ 

出典）経済産業省 
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第４章 施策の展開  

 

 

■■ 現状 

● 化石燃料などの燃焼で生じる硫黄酸化物や窒素酸化物などが大気中に取り込まれ

て生じる酸性の降下物で，通常 pH（水素イオン濃度指数）5.6 以下の雨を酸性雨

といいます。 

● 酸性雨は，森林や湖沼などの生態系への影響や文化財等の人工物への被害を与える

ことから，地球規模の環境問題の 1 つとして国際的に関心を集めており，現在各国

において降水の性状と湖沼，森林，土壌等の環境に対する影響について調査が進め

られています。 

● 県では，酸性雨の実態把握とその生成メカニズムの解明に資するため，1975（昭

和 50）年度から毎月雨水の pH 及び各種イオン成分の定期監視調査を行っていま

すが，市内では 2002（平成 14）年度以降調査は行われていません。本市では，

降下ばいじん測定において雨水の pH の継続測定を行っており，経年的にみると，

調査開始以来，pH5.0～7.0 の範囲で推移しています。 

 
■■ 課題 

● 酸性雨の発生状況について監視を継続するとともに，被害が顕在化した場合に迅速

な対応を行えるよう酸性雨に関する情報の収集に努める必要があります。 

 

 

施策の方向性 1－4 酸性雨に関する情報の収集 

現状と課題 

酸性雨とは 
 
 

酸性雨とは，二酸化硫黄（SO2）

や窒素酸化物（NOx）などを起源と

する酸性物質が雨・雪・霧などに溶

け込み，通常より強い酸性を示す現

象です。 

酸性雨は，河川や湖沼，土壌を酸 

性化して生態系に悪影響を

与えるほか，コンクリートを

溶かしたり，金属に錆を発生

させたりして建造物や文化

財に被害を与えます。 

 

出典）気象庁 
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■■ 施策の展開方針 

施策の展開方針 1 酸性雨の発生状況の監視の継続 

酸性雨は，森の木を枯らし，建物や橋等のコンクリートや金属等を痛めることから，地

球規模での環境問題として重要な課題となっており，継続して観測します。 

 

 市の施策 

 

 

 市民・事業者の取組 

市民 事業者 

・ 酸性雨による生活への影響について興

味を持ち，家族や友人，地域などで共有

する。 

・ 事業所内で，市などが発信する酸性雨情

報を共有し，従業員の環境意識向上を図

る。 

 
■■ 環境指標 

指標 指標の内容 
現状（単位） 

【年度】 
目標（単位） 

【年度】 

降下ばいじん中

の pH※1 

 

神栖市内の 5 測定局におけ

る降下ばいじん中の水素イ

オン濃度（pH）の平均値 

5.9（－） 

【2017 年度】 

現状維持※2 

【2028 年度】 

備考）※1：酸性雨の調査結果の値は，降下ばいじん量測定の際に収集した雨水を pH 計で測定した値を用

いています。 

※2：一般に pH5.6 以下を酸性雨と呼んでいるため，これを下回らないよう目指します。 

 

  

施策 1 酸性雨発生状況の監視 

 降下ばいじんの測定にあわせて pH の測定・監視を行います。 
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第４章 施策の展開  

  基本目標 2 資源を有効利用し，環境への負荷が少ないまち 
 

 

 

■■ 現状 

● 本市のごみ排出量は，これまでのごみの減量に関する取組の推進によって，2016

（平成 28）年度のごみ排出量は 30，442t/年となっています。一人当たりのご

み排出量は 878g/人・日であり，減少傾向にあります。 

● 家庭ごみ排出量は近年概ね横ばいの状態がつづいているものの，事業ごみ排出量は

順調に減少しています。 

 

＜図：ごみ排出量の推移＞ 

■■ 課題 

● 本市では，分別収集の徹底や排出抑制の普及活動に取り組んでいますが，分別され

ていない家庭・事業者ごみが見られることや他市町村に比べ事業者ごみの比率が高

いことから，さらに家庭や事業者の分別・排出抑制への意識が向上するような施策

が必要です。 
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■■ 施策の展開方針 

施策の展開方針 1 市民・事業者・行政が協働した 5R の促進 

「一般廃棄物処理基本計画」に基づき，3R（リデュース・リユース・リサイクル）に，

リフューズ（発生抑制）・リペア（修理・修繕）の 2 つを加えた 5R を推進し，市民・事

業者と一体となって循環型社会の実現に向けて対策を講じます。 

 市の施策 

 

 

 

 

 

  

施策 1 ごみの発生抑制，分別の徹底や再資源化に対する意識の啓発 

 分別の徹底を推進します。 

 学校やイベントなどでの環境教育の充実を図ります。 

 リサイクルプラザの利用促進を行います。 

施策２ ごみの発生抑制（リフューズ：Refuse）の促進 

 レジ袋削減を呼びかけます。 

 簡易包装の促進を行います。 

 計画的な商品購入を推進します。 

施策３ ごみの排出抑制（リデュース：Reduce）の促進 

 事業系ごみの対応を行います。 

 ちゅう芥類（生ごみ）の水切りや堆肥化を推進します。 

 せん定枝葉の資源化を行います。 

 無駄のない食生活への転換を呼びかけます。 

 廃食用油の回収を行います。 

 ごみの有料化の検討を行います。 

施策４ 修理・修繕（リペア：Repair），再使用（リユース：Reuse）の普及 

 物を大切に使うライフスタイルへの転換を呼びかけます。 

 不用品の有効利用を呼びかけます。 

 フリーマーケットや詰め替え商品の活用を呼びかけます。 

施策５ ごみの再生利用（リサイクル：Recycle）の推進 

 資源物の分別及び集団回収を推進します。 

 再生品や適正処理しやすい商品を推進します。 
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第４章 施策の展開  

 市民・事業者の取組 

市民 事業者 

・ 家のごみ箱をごみ用と資源用に分け，不

要になった紙類を，資源になるか再確認

してからごみ箱に入れる。 

・ マイバッグを持参し，レジ袋を断る。 

・ 簡易包装の商品を選択する。 

・ 食べきれる量だけ作り，食べ残しをせ

ず，食品ロスの削減に努める。 

・ 生ごみは水分をしっかり切ってから出

す。 

・ フリーマーケットやリサイクル店など

を活用し，できる限り再利用する。 

・ 地域の集団回収に参加する。 

・ 製品の設計から生産，使用，廃棄及び再

利用までのライフサイクル全体を通じ

て環境に配慮した製品の製造，販売に努

める。 

・ 両面印刷や縮小印刷，裏紙利用などによ

り紙の使用量を削減する。 

・ 小売店などでは，梱包材，容器包装等の

減量化に努める。 

・ 飲食店などでは，ハーフサイズや小盛り

メニューを導入し，食品ロスの削減に努

める。 

・ 製品，容器等の再利用の方法について情

報提供し，再利用を促進する。 

 

施策の展開方針 2 環境に配慮した適正処理・処分の推進 

「一般廃棄物処理基本計画」に基づき，指導や啓発により，日常のごみ出しルールの徹

底や廃棄物の適正処理向上などに取り組みます。 

 市の施策 

 

 

 

 市民・事業者の取組 

市民 事業者 

・ ペットボトルを洗うなど，適切な廃棄物

のリサイクル・処分に配慮する。 

・ 市の方針を理解し，適正な処理ルートの

把握に努める。 

・ 自宅でごみを焼却しない。 

・ 廃棄物を処理する場合は，自らの責任に

おいて適正に処理をする。 

・ 市の方針を理解し，適正な処理ルートの

把握に努める。 

・ 事業所でごみを焼却しない。 

施策 1 適正な中間処理の実施 

 可燃ごみ処理施設の整備推進を行います。 

 リサイクルプラザの延命化を行います。 

施策２ 野外焼却禁止の励行 

 野外焼却禁止に関してホームページや広報紙等を活用した周知を行い，神栖警察署

と連携しながら現地での指導に当たります。 

施策３ 継続的な収集運搬，処理処分体制の構築 

 ごみや資源の分別方法や回収方法を周知するとともに，ごみ処理施設及び収集委託

業者などと連携を図ります。 

 し尿・浄化槽清掃業に係る収集運搬車両の適正確保を行います。 
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施策の展開方針 3 神栖地域と波崎地域の清掃行政の円滑化 

「一般廃棄物処理基本計画」に基づき，神栖地域と波崎地域の両地域の特性に合った排

出方法や収集方法について検討し，両地域の清掃行政の円滑化を図ります。 

 市の施策 

 

 

 

 市民・事業者の取組 

市民 事業者 

・ 市の方針を理解し，適正な分別区分の把

握に努める。 

・ 市の方針を理解し，適正な分別区分の把

握に努める。 

 
■■ 環境指標 

指標 指標の内容 
現状（単位） 

【年度】 
目標（単位） 

【年度】 

一人一日当たり

ごみ排出量 

神栖市内で排出される一人

一日当たりのごみ排出量 

878（g/人・日） 

【2016 年度】 

860（g/人・日） 

【2022 年度】 

備考）目標値は上位計画である「第 2 次神栖市総合計画」に基づきます。 

 

 

施策 1 分別区分の構築 

 分別方法の周知に努め，施設更新時には，より良い分別区分構築の検討を行います。 

施策２ 資源物排出方法の構築 

 地域特性に合わせた資源物排出方法の検討を行います。 

施策３ 収集・運搬体制の構築 

 地域特性に合わせた排出方法・収集方法の検討を行います。 

循環型社会とは 
 
廃棄物の発生抑制，循環資源の循環的な

利用および適正な処分が確保されることに

より，天然資源の消費が抑制され，環境へ

の負荷ができる限り低減された社会のこと

を指します。 

循環型社会の実現には，市民及び事業者， 

市が協力して自主的かつ積極的に

行動する必要があります。 

自らを取り巻く環境に対して

責任を持ち，暮らしを見直して

いくことが大切です。 

出典）神栖市第一リサイクルプラザ HP 
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第４章 施策の展開  

 

 

■■ 現状 

● 上水道の年間給水量は，2007（平成 19）年度の 9，568 千 m3をピークにほぼ

毎年減少していましたが，2015（平成 27）年度に 8，959 千 m3と増加に転じ，

その後は微増傾向で推移しています。 

● 一人当たりの給水量は，経年的にみると年々減少していましたが，近年はほぼ横ば

いで推移しています。 

 

 

＜図：年間給水量及び一人当たり給水量の推移＞ 

 
■■ 課題 

● 安全で良質な水の供給の観点からは，上水道の普及を図る必要があります。 

● 市内には良質な地下水を使用している家庭等も数多くあります。地下水への過度の

依存は，有限の資源である水の枯渇にもつながるため，水の効率的な利用を促進す

る必要があります。 
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■■ 施策の展開方針 

施策の展開方針 1 水道普及率の向上 

より安全で快適な水の供給，災害時にも安定供給を行うため，井戸使用者等の水道未加

入世帯に対して加入促進を行い，水道普及率の向上に取り組みます。 

 市の施策 

 

 市民・事業者の取組 

市民 事業者 

・ 上水道への切替えを検討する。 ・ 上水道への切替えを検討する。 

 

施策の展開方針 2 水の有効利用の促進 

水が貴重な資源であることを啓発するとともに，水の効率的な利用や適正な地下水利用

などを進め，健全な水の循環の維持，回復につなげていきます。 

 市の施策 

 

 

 市民・事業者の取組 

市民 事業者 

・ 水の使い方の工夫や節水機器の導入に

より，使用量を減らす。 

・ 水の使い方の工夫や節水機器の導入に

より，使用量を減らす。 

 

  

施策 1 上水道への切替えの促進 

 井戸水から上水道への切替えを PR します。 

施策 1 地下水の適正な利用 

 神栖市公害防止条例に基づく届出制度を適正に維持します。 

施策２ 節水の啓発 

 水資源の保全を図るため，節水の啓発を行います。 



 

38 

第４章 施策の展開  

施策の展開方針 3 計画的な土地利用の推進 

国土利用計画等に基づき，適正かつ合理的な土地利用を図り，快適で魅力ある生活環境

の創造や地域社会の健全な発展を目指します。 

 市の施策 

 

 市民・事業者の取組 

市民 事業者 

・ 都市計画法等を遵守し，適正な土地利用

を図る。 

・ 市が示す土地利用方針に従って，秩序あ

るまちづくりに協力する。 

・ 都市計画法等を遵守し，適正な土地利用

を図る。 

 
■■ 環境指標 

指標 指標の内容 
現状（単位） 

【年度】 
目標（単位） 

【年度】 

給水人口 神栖市の給水人口 87，975（人） 

【2017 年度】 

91，000（人） 

【2028 年度】 

 

 

＜知手配水場＞ 

  

施策 1 国土利用計画等に基づく土地利用の推進 

 国土利用計画法や都市計画法，農林振興地域の整備に関する法律に基づく総合的な

土地利用の調整を行います。 
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■■ 現状 

● 近年の環境や健康への意識の高まり等の社会的な要請の変化により，環境保全型農

業が推進されるようになってきています。このようなことから，農家自らも環境に

配慮した農業を推進し，1999（平成 11）年に定められた「持続性の高い農業生

産方式の導入に関する法律」に基づくエコファーマーに 525 名（2017（平成 29）

年度現在）が認定されています。 

● 農地は，田園景観を形成したり，農業用水路や水田が動物や植物の生息空間となっ

たりするなど，環境保全機能の高い地域です。一方で，作物の栽培に当たって，化

学肥料や化学合成農薬を使用することによる環境への影響やビニールハウス等の

プラスチック系シートの野焼き，稲わら等の野焼きも含め，大気への影響が問題と

なることがあります。 

 
■■ 課題 

● 近年，農業従事者の高齢化や担い手不足により，農地としての管理ができない耕作

放棄地や遊休地が増加しています。 

● 化学肥料の施肥や農薬の使用など農業による環境への負荷を削減する必要があり

ます。また，稲わらなど資源として利用できるものの資源化を推進するなど，環境

保全型の農業を促進する必要があります。 

 

 

＜神栖の名産品 ピーマン＞ 

  

施策の方向性 2－3 環境に配慮した農業振興 

現状と課題 
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第４章 施策の展開  

■■ 施策の展開方針 

施策の展開方針 1 環境保全型農業の促進 

自然環境に配慮した地域農業の展開を図るため，環境への負荷を軽減する自然にやさし

い農法の普及，エコファーマーの取得促進や環境保全型農業等の推進に努めます。 

 市の施策 

 

 

 

 

 

 市民・事業者の取組 

市民 事業者 

・ より身近で生産された野菜や果物な

どを購入する。 

・ 積極的にエコファーマーの登録に努める。 

・ 農薬や化学肥料の使用を減らす。 

・ 消費者に環境保全型農業を PR する。 

・ 家畜排泄物は，適正に管理し，堆肥化など

の有効利用する。 

・ ソーラーシェアリングの導入を検討する。 

  

施策 1 エコファーマー登録の促進 

 エコファーマーへの登録を促進します。 

施策２ 環境に優しい農作物（農薬低減）の栽培促進 

 環境に優しい農作物（農薬低減）の栽培を促進します。 

 特別栽培農産物の認証取得を推奨します。 

施策３ 畜産排泄物の適正処理の促進 

 畜産排泄物の適正処理を促進します。 

 
施策４ ソーラーシェアリングの普及 新規 

 国内のソーラーシェアリングの事例の情報提供を行います。 

施策５ 優良農地の保全・集約化 新規 

 農地の集約化を考えている個人・企業へのサポートを行います。 

 農地の拡大や整備を図るための情報提供を行います。 

 環境に配慮した農地の活用を促進します。 
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施策の展開方針 2 資源の有効利用の促進 

農業系資源を有効利用し，循環型社会の形成に寄与していきます。また，遊休農地や耕

作放棄地の解消に努め，農地の適切な維持・管理を促進します。 

 市の施策 

 

 

 市民・事業者の取組 

市民 事業者 

－ 

・ 農業用廃プラスチックのリサイクルな

どを行い農業廃棄物の減量に努める。 

・ 耕作放棄地の発生防止に努め，農地の再

利用や有効利用に取り組む。 

・ 遊休農地を地域活性化等の場として活

用する。 

 

■■ 環境指標 

指標 指標の内容 
現状（単位） 

【年度】 
目標（単位） 

【年度】 

エコファーマー

登録者数 

エコファーマーに登録され

た神栖市の農業従業者数 

525（人） 

【2017 年度】 

530（人） 

【2028 年度】 

 

  

施策 1 農業系資源有効利用の促進 

 農業用廃プラスチックのリサイクルの促進をします。 

 ピーマン残渣の適切な処分を促進します。 

 神栖市農業用廃プラスチック収集対策協議会の活動を支援します。 

施策２ 耕作放棄地の有効活用の促進 新規 

 農地利用意向調査による遊休農地所有者の意向を把握します。 

 所有者の意向により中間管理機構など適切な制度を紹介・推進します。 

 農地利用最適化推進員による農地の活用を促進します。 
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第４章 施策の展開  

  基本目標 3 自然といきものをまもり，共生するまち 

 

 

 

■■ 現状 

● 急激な都市化の進展により，市内の自然は大きく変貌しましたが，市内には，息栖

神社や日川浜，沖の州地区及び常陸利根川など，豊かな自然が残っており，波崎海

岸や外浪逆浦，砂山都市緑地等の良好な自然景観を形成しています。 

● 本市では，ハクチョウ類，ガン類は確認されず，カモ類の生息が確認されています。

また，近年では，アライグマ，コジュケイなどの外来種の生息も調査により確認さ

れています。波崎海岸砂丘植物公園や，息栖神社では，希少な菌類群も発見されま

した。 

● 重要な植物群落の「ウチワサボテンの群落」，「常緑広葉樹林」が第 5 回自然環境保

全基礎調査（環境省）により特定植物群落として選定されました。 

 
■■ 課題 

● 沖の洲や息栖神社，神之池，波崎海岸等，本市に残された豊かな自然を有する地域

を保全し，次の世代に継承していく必要があります。 

 

 
＜茨城県指定天然記念物 ウチワサボテン＞ 

  

施策の方向性 3－1 豊かな自然を有する地域の保全 

現状と課題 



 

43 

■■ 施策の展開方針 

施策の展開方針 1 豊かな自然地域の現況把握 

市内の自然地域や動物，植物の生息状況に関する調査を実施し，その結果を公表すると

ともに，調査結果を活用して自然環境の保全を進めます。 

 市の施策 

 

 
 市民・事業者の取組 

市民 事業者 

・ 自然観察会や生物調査，各種イベント等

に積極的に参加する。 

・ 自然観察会や生物調査，各種イベント等

に，地域の一員として積極的に参加す

る。 

 
施策の展開方針 2 生物多様性の保全と管理 

人間の活動が生物多様性に影響を与えていることなどをわかりやすく示すことで，生物

多様性への理解を深め，生物多様性に配慮した行動を促進します。また，市内に残された

貴重な自然環境である緑地や樹木，農地を保全する取組を進めていきます。 

 市の施策 

 

 

施策 1 豊かな自然地域の現状調査の実施 

 沖の洲，息栖神社等豊かな自然を有する地域の現状を把握するための調査を行いま

す。 

 豊かな自然を有する地域を将来にわたり良好な状態で維持するための課題等の抽

出を行います。 

 自然地域の現状調査結果のデータベース化に向けた仕組みの検討を行います。 

施策２ 自然環境調査の実施 

 市内の動物，植物の生息状況を把握するための調査を行います。 

 自然環境調査結果のデータベース化に向けた仕組みの検討を行います。 

施策 1 生物多様性の保全の啓発 

 市の豊かな自然を紹介する講演会や学習会を開催します。 

 市の豊かな自然を紹介するパンフレット等を作成します。 

 生物多様性の重要性，日常生活とのつながり，特定外来種の注意喚起など市民の理

解を深めます。 

施策２ 豊かな自然地域の保全 

 沖の洲，息栖神社等の豊かな自然を有する地域を保全するための制度等の検討を行

います。 

 海岸からの潮害風に対し，砂丘を造成することで，松林の保護対策を図りつつ，植

栽を実施します。 
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第４章 施策の展開  

 

 

 
 市民・事業者の取組 

市民 事業者 

・ 安易に生物を捕獲したり，持ち帰ったり

しない。 

・ 外来種のペットは適正に管理する。 

・ 自らの業務と生物多様性の関係性を理

解し，製品の原材料の調達など事業活動

において，生態系への影響が少ないもの

を選択する。 

・ 緑化は，できるだけ外来種ではなく郷土

種を用いて行う。 

 

■■ 環境指標 

指標 指標の内容 
現状（単位） 

【年度】 
目標（単位） 

【年度】 

海岸清掃参加者数 神栖市にて実施される海

岸清掃の参加者数 

2，500（人） 

【2018 年度】 

2，700（人） 

【2028 年度】 

 

 
＜ボランティアによる海岸清掃＞  

施策３ 豊かな自然地域の管理 

 豊かな自然地域の保全方法の検討に基づき，良好な状態を維持するための管理を行

います。 

施策４ 海岸環境の保全・整備 新規 

 海岸防災林の松くい虫等による松枯れ被害防止及び保全整備に努めます。 

 海岸美化活動等を通じて漂着ごみ等を回収するなど，海岸環境美化を推進します。 

施策５ 外来生物の侵入防止と抑制 新規 

 外来種に関する情報をホームページにおいて発信します。 
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■■ 現状 

● 地目別面積では，本市の 2 割を農地が占めていますが，農業用水路は暗渠化やコン

クリート護岸化が進められており，動植物の生息には，適さないものとなっていま

す。 

 

 

＜図：地目別土地割合（2016（平成 28）年 1 月）＞ 

 

■■ 課題 

● 美化運動など市民の自主的な活動の支援を通じ，快適で美しい水辺環境の充実を図

る必要があります。 

● 市庁舎や公民館などの公共施設については，花や樹木による緑化などにより，緑地

空間の確保に努め，来訪者に潤いと安らぎを与える質の高い緑化を図る必要があり

ます。 

● 農地，屋敷林，河川・水路が調和した，特徴のある田園景観を守るため，農地の保

全や河川・水路等の水辺環境の保全を図る必要があります。 
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8%
原野

3%

雑種地

25%

その他

15%

施策の方向性 3－2 自然環境の回復 

現状と課題 
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第４章 施策の展開  

■■ 施策の展開方針 

施策の展開方針 1 自然環境に配慮した都市整備の推進 

美しい自然景観の保全を推進し，良好な河川環境の保全・創出に努めます。また，市庁

舎や公民館などの公共施設については，花や樹木による緑化などにより，緑地空間の確保

に努めます。 

 市の施策 

 

 
 市民・事業者の取組 

市民 事業者 

・ 河川にごみを捨てたり，汚水を流したり

しない。 

・ 公共空間の緑化活動，公園管理の自主的

取組などに参加します。 

・ 地域社会の一員として，公共空間の美化

活動などに積極的に参加する。 

・ 事業所周辺の公共空間の緑化活動，公園

や緑の管理などに積極的に参加します。 
 
施策の展開方針 2 自然環境に配慮した農地整備の推進 

緑地としての役割や貯水機能，水質浄化機能など，多面的な役割を持っている農地の保

全に努めます。 

 市の施策 

 
 市民・事業者の取組 

市民 事業者 

－ 

・ 開発や土地利用は，できるだけ農地を避

けて行う。 

・ 所有する農地の適切な維持管理と持続

的な経営を行う。 

・ 土地改良区などにおける農地の施設環

境整備・保全を図る。 
 
■■ 環境指標 

指標 指標の内容 
現状（単位） 

【年度】 
目標（単位） 

【年度】 

公園への植栽の件

数 

都市公園等の整備や既存

公園へ植栽を推進する 

0（件） 

【2018 年度】 

2（件） 

【2022 年度】 

備考）目標値は上位計画である「第 2 次神栖市総合計画」に基づきます。 

施策 1 河川の環境美化と景観の保全 

 水辺の除草等を実施し，河川の環境美化と良好な景観の保全に努めます。 

施策２ 公共施設等の緑化 

 公共施設等の緑化を推進します。 

施策 1 農地の保全 

 水源涵養機能などの高い環境保全機能を有する優良な農地の保全に努めます。 
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■■ 現状 

● 本市は，東に鹿島灘，西に利根川・常陸利根川，中央に神之池と大変豊かな水の恵

みを受けています。これらは，工業用水，農業用水として利用されるほか，水辺は，

海水浴場，魚釣り場，サイクリングロードとして，多くの人々に親しまれています。 

● 本市の公園・緑地は，街区公園が 72 か所，近隣公園が 10 か所，地区公園が 2 か

所，総合公園が 2 か所，運動公園が 1 か所，緩衝緑地が 4 か所などとなっており，

市民 1 人当たりの公園等面積は約 25.65m2となっています。これらの中では，緩

衝緑地の面積がもっとも多く，公園・緑地等面積の約 5 割を占めています。 

● 本市では，鹿島臨海工業地帯のような工業集積地においても，港公園の配置による

景観の向上や住宅地との緩衝機能を持たせるための帯状の緑地の配置など，良好な

景観形成に努めています。さらには，工場立地法及び公害防止協定に基づき工場内

緑化を義務づけ，工場の景観性向上を図っており，住宅地等の区域においても，公

園や緑地の配置等により，良好な景観形成に努めています。 

 
＜左図：河川・水辺の分布状況 右図：公園・緑地の分布状況＞ 

 
■■ 課題 

● 豊かな自然を有する地域を保全することはもとより，環境学習の場や人と自然との

ふれあいの場として健全な活用を図る必要があります。 

● 潤いある市街地形成を推進するため，計画的に公園・緑地の整備を推進するととも

に，管理の促進が必要です。 

● 市民や市を訪れる人たちが安らぎを感じることのできる都市景観の形成を図る必

要があります。  

外
浪
逆
浦 神之池

沖の州

日
川
浜

波
崎
海
岸

利根

常陸利根川神栖自転車道
（常陸利根
リバーサイド
サイクリング

ロード）

施策の方向性 3－3 人と自然とのふれあいの促進 

現状と課題 

公園・緑地 
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第４章 施策の展開  

■■ 施策の展開方針 

施策の展開方針 1 人と自然とのふれあいの充実 

市内の公園や河川，海岸など自然や生物とふれあえる施設において実施している自然体

験や生物にふれあう場の提供を推進します。 

 市の施策 

 

 

 市民・事業者の取組 

市民 事業者 

・ 休日等に公園や川，海などに出かけ，

自然の素晴らしさを体感するととも

に，保全活動に参加する。 

・ 従業員研修や社会貢献活動の一環とし

て，自然や生物とふれあう機会を提供す

る。 

・ 社会貢献活動の一環として，自然や生物

とふれあう場をつくり，顧客等に提供す

る。 

 

 

＜東国三社息栖神社＞ 

  

施策 1 人と自然とのふれあい活動の場の活用 

 日川浜・波崎海水浴場や常陸利根川沿いのサイクリングロード，沖の洲，息栖神社

等の利用を促進します。 

 ガイドマップ，ホームページによる周知を図ります。 

施策２ 人と自然とのふれあい活動の場の整備 

 自然を活かしたふれあい活動の場の整備を図ります。 

 県との協働により，市民や観光客が安全で快適に過ごせるレクリエーション空間の

整備を図ります。 
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施策の展開方針 2 公園・緑地の整備と管理の推進 

生物多様性の保全についても考慮した緑化の推進や公園等の整備を進め，市内の自然環

境を充実させていきます。また，既存の公園等においても，生物多様性の保全につながる

ような維持管理を推進します。 

 市の施策 

 

 
 市民・事業者の取組 

市民 事業者 

・ 公園・緑地の維持管理活動に参加する。 ・ 事業所周辺の公共空間の緑化活動，公園

や緑の管理などに積極的に参加する。 

 

 
＜港公園＞  

施策 1 公園・緑地の整備 

 都市計画マスタープランに基づいて公園を計画的に整備します。 

 地域の意向を反映した公園の整備を行います。 

 安全や修景に配慮した公園の整備を行います。 

 実のなる木や花の咲く木を植えることで，生物の生息環境に配慮します。 

施策２ 公園・緑地の管理 

 行政区やシルバー人材センターを活用した公園管理を推進します。 

 チップ化したせん定木の有効利用先の確保に努めます。 

 落葉は堆肥化により有効利用します。 

 公園の管理に当たっては，減農薬，減化学肥料など環境にやさしい管理手法をでき

る限り用います。 

 既存公園の機能を維持するため，植栽や遊具の点検結果に基づき，順次再整備を行

います。 
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第４章 施策の展開  

 

施策の展開方針 3 良好な都市景観の形成 

落ち着いた田園集落景観，活力を映し出す産業景観，快適な住宅地の景観，歴史や文化

を感じる景観，来訪者にとってまちの顔となる沿道景観などを形成するとともに，それら

をつなぐ景観軸を構築し，魅力あるまちを創出します。 

 市の施策 

 

 

 

 

 

 
  

施策 1 総合的な都市景観の形成 

 市が目指す景観構造について検討し，良好な都市景観の形成に努めます。 

施策２ 道路景観の整備 

 親しまれるシンボルロードの整備を行います。 

 道路の緑化（街路樹）の維持管理を行います。 

施策３ 快適な住環境の形成 

 地域特性を活かした住宅地を形成します。 

 田園共生区域においては，自然的な土地利用との均衡を保ちながら，良好な住環境

の形成を図ります。 

 地区計画や建築協定，緑化協定などによる住環境の維持と向上を図ります。 

施策４ 家庭・事業所の緑化の推進 

 家の庭やベランダ等の緑化を啓発します。 

 事業所の緑化を啓発します。 

施策５ 花いっぱい活動の充実 

 市民自らが作り上げる花いっぱい運動を促進します。 

施策６ 景観資源の活用 

 景観資源や景観を楽しむ場の充実を図ります。 

 景観デザインの充実を図ります。 

 良好な景観ネットワークの構築を図ります。 

 風力発電施設群や港公園展望台などのシンボルとなる景観資源のアピールを進め

ます。 
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 市民・事業者の取組 

市民 事業者 

・ 住宅を建築・改築する際は，法令遵守は

もとより周辺景観との調和や近隣への

日照阻害等の配慮に努める。 

・ 自宅周辺の美化に取り組む。 

・ 庭やベランダ，玄関，屋上などで樹木や

草花を育てる。 

・ 花いっぱい運動に参加する。 

・ 事業所等を設置，増改築する際には，景

観等に配慮する。 

・ 事業所周辺の美化に取り組む。 

・ 敷地内や屋上，壁面緑化など，積極的に

みどりを増やす。 

・ 広い範囲の開発行為等を行う場合には，

計画的に生物多様性に配慮したみどり

の保全・創出を図り，みどりのネットワ

ーク化を進める。 

 

■■ 環境指標 

指標 指標の内容 
現状（単位） 

【年度】 
目標（単位） 

【年度】 

一人当たりの都市

公園の敷地面積 

神栖市の人口一人当たり

の都市公園敷地面積 

25.65（m2/人） 

【2017 年度】 

26.00（m2/人） 

【2022 年度】 

備考）目標値は上位計画である「第 2 次神栖市総合計画」に基づきます。 

 

 

＜ボランティアによる花植え＞ 
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第４章 施策の展開  

  基本目標 4 健全な生活環境をまもり，安心して暮らせるまち 

 

 

 

■■ 現状 

● 市内の大気汚染物質の排出源の多くは，鹿島臨海工業地帯に分布しています。その

ため，本市では，大気質の状態を常に測定しています。 

● 現在では，各事業所の対策の向上により，大気汚染物質である二酸化窒素や二酸化

硫黄，一酸化炭素はすべての測定局で環境基準を達成している状態を維持していま

す。浮遊粒子状物質は，環境基準を超過する値が見られることがありますが，直近

10 か年は環境基準を達成している状態を維持しています。 

 

 
＜上図：二酸化窒素濃度の推移 下図：浮遊粒子状物質濃度の推移＞ 

 

■■ 課題 

● 大気環境は，広域的な広がりを有するものですが，現在，環境基準を達成している

二酸化硫黄，二酸化窒素，一酸化炭素等については，今後ともこれを維持していく

とともに，継続的に環境基準の超過が見られる光化学オキシダントについては，環

境基準の達成を目指す必要があります。  
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施策の方向性 4－1 大気環境基準の維持と向上 

現状と課題 
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■■ 施策の展開方針 

施策の展開方針 1 大気監視の継続 

大気環境を対象に定期的な調査等を実施し，市内の状況を監視するとともに，市民や事

業者，関係機関等へわかりやすく情報を提供します。 

 市の施策 

 

 

 市民・事業者の取組 

市民 事業者 

・ 大気環境に関する情報に興味を持ち，家

族や友人，地域などで共有する。 

・ 事業所内で，市などが発信する大気環境

情報を共有し，従業員の環境意識向上を

図る。 

 

施策の展開方針 2 発生源対策の推進 

市内の工場や事業場に対し，法令等に基づく適切な指導や公害防止協定の遵守要請を行

い，生活環境の保全を推進します。 

 市の施策 

 

 市民・事業者の取組 

市民 事業者 

－ 

・ 揮発性有機化合物（VOC）排出の少な

い塗料など，大気汚染の発生原因になる

成分が少ない製品を積極的に利用する。 

 

  

施策 1 一般環境大気常時監視測定局等による大気環境測定の実施 

 一般環境大気常時監視測定局で二酸化窒素等の大気汚染物質濃度の測定及び監視

を行います。 

 県が実施している大気中ダイオキシン類の測定結果を把握します。 

 県で実施している微小粒子状物質(PM2.5)の測定に基づいて県が注意換起を発令

した場合は，防災行政無線等にて市民に注意喚起を行います。 

施策２ 市内の降下ばいじんの状況の把握 

 降下ばいじんの測定を行います。 

 現状把握の結果に基づき，次の取組として詳細調査，対策等の内容を検討します。 

施策１ 公害防止協定の遵守要請 

 公害防止協定の締結内容の遵守徹底を各企業に要請します。 

 必要に応じた立入調査等を行います。 

 新規立地企業と公害防止協定を締結します。 
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第４章 施策の展開  

施策の展開方針 3 自動車排出ガス対策の推進 

大気汚染の原因となる自動車排出ガス削減のため，市民へのエコドライブの普及促進を

図り，排出ガスの少ないクリーンな自動車の導入を図ります。 

 市の施策 

 

 

 市民・事業者の取組 

市民 事業者 

・ 買替え時など購入が必要な際は，次世代

自動車を検討する。 

・ 車を利用する場合には，エコドライブを

実践する。 

・ 買替え時など購入が必要な際は，次世代

自動車を検討する。 

・ 自らの配送から共同配送や運送会社の

活用などに切り替え，輸送の効率化を図

る。 
 

■■ 環境指標 

指標 指標の内容 
現状（単位） 

【年度】 
目標（単位） 

【年度】 

大気の汚染に係る

環境基準達成率 

大気汚染に関する各項目

について，環境基準を達成

した測定項目全体の割合 

90.0（％） 

【2016 年度】 

現状維持 

【2028 年度】 

 

 

施策１ 次世代自動車の率先導入 

 調達する公用車は次世代自動車を優先します。 

 電気自動車の購入及び電気自動車用充電設備の設置費用を助成します。 

施策２ エコドライブの普及促進 

 アイドリングストップをはじめとするエコドライブの啓発活動を行います。 

 企業と連携して環境に配慮した自動車利用を推進します。 

 共同配送，物流共同化，モーダルシフトなどによる物流効率の向上を促進します。 

エコドライブとは 

エコドライブは，省エネルギー，二酸化炭素（CO2）や大気汚染物質の排出削減のための

運転技術をさす概念です。自動車の排気ガスに含まれる二酸化炭素は地球温暖化の原因とな

り，また窒素酸化物（NOX）や粒子状物質（pm）は大気汚染の原因となっています。 

主な内容は，アイドリングストップを励行し，経済速度の順守，急発進や急加速，急ブレ

ーキを控えること，適正なタイヤ空気圧の点検などがあげられます。 
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■■ 現状 

● 水質汚濁の原因となる汚濁物質の発生源は，工場・事業場等の産業系，一般家庭か

らの生活雑排水等の生活系と山林・農地等の自然系に大別されます。これらの発生

源からの汚濁物質が，河川や湖沼，海域に流入し，本来持っている浄化能力を超え

たときに水質汚濁が発生します。 

● 海域や湖沼の汚濁指標として用いられる COD（化学的酸素要求量）は，鹿島灘海

域において，2013（平成 25）年度から環境基準を上回る状態が続いています。

農業用水として利用されている神之池では，農業（水稲）用水基準を上回る状態が

通年続いています。常陸利根川の COD は，息栖大橋と常陸川水門上において，

2016（平成 28）年度は目標値を上回っています。 

● 有機性汚濁の代表的指標である BOD（生物化学的酸素要求量）の推移は，矢田部

では 2008（平成 20）年度以降は環境基準を下回っておりましたが，2016（平

成 28）年度は環境基準を上回っています。また，銚子大橋では増減を繰り返して

おり，直近の 2016（平成 28）年度は環境基準を上回っています。 

 

 

＜左図：神之池における COD の推移 右図：河川における BOD の推移＞ 

 

■■ 課題 

● 海域の COD 及び河川の BOD は近年上昇傾向にあり，基準を上回ることから改善

を図る必要があります。 

● また，市内では特に神之池の水質が汚濁した状態にあります。神之池は農業用水と

して利用されている池であるため，環境基準に適用されませんが，農業（水稲）用

水基準を上回ることから改善を図る必要があります。  
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施策の方向性 4－2 水質環境基準の達成 

現状と課題 
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第４章 施策の展開  

■■ 施策の展開方針 

施策の展開方針 1 水環境監視の継続 

公共用水域の水質を対象に定期的な調査等を実施し，市内の状況を監視するとともに，

市民や事業者，関係機関等へわかりやすく情報を提供します。 

 市の施策 

 

 市民・事業者の取組 

市民 事業者 

・ 水環境に関する情報に興味を持ち，家族

や友人，地域などで共有する。 

・ 事業所内で，市などが発信する水環境情

報を共有し，従業員の環境意識向上を図

る。 

 
施策の展開方針 2 発生源対策の推進 

市内の工場や事業場に対し，法令等に基づく適切な指導や公害防止協定の遵守要請を行

い，生活環境の保全を推進します。 

 市の施策 

 

 市民・事業者の取組 

市民 事業者 

－ 
・ 公害防止協定の締結内容を遵守する。 

・ 公害防止協定を締結する。 

 

 
＜鹿島港＞  

施策１ 公共用水域の水質測定の実施 

 鹿島港や神之池などで水質汚濁物質濃度の測定と監視を行います。 

施策１ 公害防止協定の遵守要請 

 公害防止協定の締結内容の遵守を各企業に要請します。 

 必要に応じた立入調査等を行います。 

 新規立地企業と公害防止協定を締結します。 
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施策の展開方針 3 神之池浄化対策の推進 

市民の憩いの場としても親しまれている神之池の浄化対策を一層推進します。 

 市の施策 

 

 

 市民・事業者の取組 

市民 事業者 

・ 神之池浄化活動に参加・協力する。 ・ 神之池浄化活動に参加・協力する。 

 

■■ 環境指標 

指標 指標の内容 
現状（単位） 

【年度】 
目標（単位） 

【年度】 

公共用水域の 

汚染に係る環境

基準達成率 

公共用水域(河川，湖沼，海

域)の水質汚濁に関する各項

目について，環境基準を達成

した測定地点全体の割合 

33.3（％） 

【2016 年度】 

40.0（％） 

【2028 年度】 

 

 

＜神之池＞  

施策１ 神之池浄化手法の検討と実施 

 神之池自然再生事業運営委員会（愛称：かみすどんぐりの会）と協力して神之池の

浄化手法を検討します。 

 検討結果に基づき，浄化対策を実施します。 

施策２ 神之池緑地の整備と充実 

 神之池緑地の整備と一層の充実を図ります。 
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第４章 施策の展開  

 

 

■■ 現状 

● 地下水質の調査は，概況調査とその調査によって有害物質が検出された場合の汚染

井戸周辺地区調査，過去に環境基準を超えた地点に対する定期モニタリング調査が

行われており，ヒ素とフッ素，硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素が継続して環境基準を

超過している地域があります。 

● 飲用水に関する調査の結果からは，大腸菌群や硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素で基準

を超える地点が見られます。 

● 本市では一部地区において，住民の健康被害から地下水のヒ素汚染が顕在化したた

め，汚染発覚後には職員を動員して各世帯にチラシの配布を行ったり，仮設の給水

所を設けるなどを行いました。 

 
■■ 課題 

● 一部地域でヒ素やフッ素，硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素による汚染が生じているこ

とから，地下水質の監視を継続的に実施するとともに，発生源対策の実施などによ

り地下水質の回復を図る必要があります。 

● 有機ヒ素の状況改善には，まだ長い年月がかかる見込みであり，引続き啓発等を行

う必要があります。 

 

 
  

施策の方向性 4－3 地下水質の安全確保 

現状と課題 
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■■ 施策の展開方針 

施策の展開方針 1 地下水質監視の継続 

地下水質を対象に定期的な調査等を実施し，市内の状況を監視するとともに，市民や事

業者，関係機関等へわかりやすく情報を提供します。 

 市の施策 

 

 市民・事業者の取組 

市民 事業者 

・ 地下水質に関する情報に興味を持ち，家

族や友人，地域などで共有する。 

・ 事業所内で，市などが発信する地下水質

情報を共有し，従業員の環境意識向上を

図る。 

 

施策の展開方針 2 有機ヒ素化合物汚染対策の推進 

有機ヒ素汚染地下水の浄化対策が完了しましたが，引き続き国・県と連携しながら定期

的にヒ素濃度などを測定することで汚染状況などを把握し，市民の安全確保に努めていき

ます。 

 市の施策 

 

 市民・事業者の取組 

市民 事業者 

・ 有機ヒ素化合物に関する情報に興味を

持ち，家族や友人，地域などで共有する。 

・ 事業所内で，市などが発信する有機ヒ素

化合物に関する情報を共有し，従業員の

環境意識向上を図る。 

 

■■ 環境指標 

指標 指標の内容 
現状（単位） 

【年度】 
目標（単位） 

【年度】 

地下水質の汚染に 

係る環境基準達成率 

地下水質汚濁に関する各

項目について，環境基準

を達成した測定地点全体

の割合 

9.1（％） 

【2016 年度】 

44.3（％） 

【2028 年度】 

 

 
  

施策１ 地下水質の測定の実施 

 設置している観測井戸の地下水の状況を監視します。 

施策１ 有機ヒ素化合物汚染の監視 

 国，県と連携協力し，浄化対策の効果について測定を継続し，情報提供を行います。 
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第４章 施策の展開  

 

 

■■ 現状 

● 近年の河川（特に中小河川）の水質汚濁の原因として，工場や事業所からの排水だ

けではなく，家庭等からの未処理の生活雑排水が注目されています。 

● 本市では，市民の快適な生活環境の確保と公共用水域の水質保全を図るため，地域

の実情に応じた公共下水道の整備や高度処理型合併処理浄化槽の普及促進により，

2016（平成 28）年度の生活排水処理率は 62.3％となりました。 

 

 
＜図：生活排水処理率の推移＞ 

 

■■ 課題 

● 公共下水道事業を中心に生活排水処理の推進を図る必要があります。 

● 下水道の未整備区域では，合併処理浄化槽の設置や適切な維持管理の促進を図る必

要があります。 
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■■ 施策の展開方針 

施策の展開方針 1 公共下水道整備の推進 

快適な生活環境の確保，公共用水域の水質保全及び良好な水環境を構築するため，公共

下水道の整備を推進します。 

 市の施策 

 

 

 市民・事業者の取組 

市民 事業者 

・ 下水道接続を進める。 ・ 排水の管理体制を整備する。 

 
施策の展開方針 2 浄化槽対策の推進 

単独処理浄化槽から高度処理型合併処理浄化槽への転換促進や適切な管理の啓発を行

います。 

 市の施策 

 

 

 市民・事業者の取組 

市民 事業者 

・ 合併処理浄化槽の定期的な点検や清掃

を行う。 

・ 合併処理浄化槽を導入する。 

  

施策１ 下水道計画の推進 

 下水道事業計画に基づき下水道整備を行います。 

 下水道施設を適切に維持管理します。 

 下水道施設の維持管理のための啓発活動を行います。 

施策２ 下水道接続率の向上 

 下水道接続に当たって補助を行います。 

 下水道接続の啓発活動を行います。 

施策１ 高度処理型合併処理浄化槽の設置促進 

 下水道計画区域外での高度処理型合併処理浄化槽設置促進のため，設置に当たって

補助を行います。 

 単独処理浄化槽からの切替え，新規設置促進のため，啓発活動を行います。 

施策２ 浄化槽の管理の促進 

 浄化槽の管理が適切に行われるように，啓発活動を行います。 
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第４章 施策の展開  

施策の展開方針 3 し尿・浄化槽汚泥の適正処理の推進 

生活排水処理基本計画に基づき，生活圏から発生するし尿及び浄化槽汚泥を迅速的かつ

衛生的に処理を行います。既存の処理施設については，適切な維持管理を行うとともに，

施設の老朽化防止を目指します。 

 市の施策 

 

 

 市民・事業者の取組 

市民 事業者 

・ 環境に配慮した洗剤の使用，食器の汚

れは拭き取るなど，適正な排水に努め

る。 

・ 事業排水の流出前の汚れの軽減に努め

る。 

・ 排水処理設備を整備・点検する。 
 
■■ 環境指標 

指標 指標の内容 
現状（単位） 

【年度】 
目標（単位） 

【年度】 

生活排水処理率 地域の全人口に対して， 

生活排水が生活排水処理

施設によって処理されて

いる人口の割合 

62.3（％） 

【2016 年度】 

74.8（％） 

【2025 年度】 

備考）目標値は「茨城県生活排水ベストプラン（第 3 回改定）」（茨城県）に基づきます。 

 

 
＜深芝処理場＞  

施策１ し尿・浄化槽汚泥の計画的な処理 

 生活排水処理基本計画に基づき，し尿及び浄化槽汚泥を計画的に処理します。 

施策２ 衛生プラントの適正稼動 

 衛生プラントを適切に維持管理し，し尿及び浄化槽汚泥の適正な処理体制を確保し

ます。 

 衛生プラントの老朽化が進んでいることから，施設の延命化を図りながら，施設に

安定的効率的な運営を行います。 

 衛生プラントでの処理後のし尿は，適正に処理します。 



 

63 

 

 

■■ 現状 

● 騒音・振動は，都市化の進展や自動車交通量の増加，生活様式の多様化などにより，

従来の事業場や建設作業によるものだけでなく，発生要因が多様化しています。本

市では特に，交通量の多さに起因して道路交通騒音で環境基準を上回る地点があり

ます。 

 

＜表：交通騒音の調査結果＞ 

(単位：dB) 

№ 
調査 

地点 

時間 

区分 

2010 

(H22) 

2011 

(H23) 

2012 

(H24) 

2013 

(H25) 

2014 

(H26) 

2015 

(H27) 

2016 

(H28) 

2017 

(H29) 

環境 

基準 

① 
神栖 

市役所前 

昼 73 72 72 72 71 71 69 71 70 

夜 69 68 69 69 67 68 65 68 65 

② 
息栖 

大橋 

昼 74 75 74 75 75 75 74 74 70 

夜 73 72 72 72 73 73 73 72 65 

③ 下幡木 
昼 68 69 69 71 69 70 70 69 70 

夜 63 65 65 66 64 65 65 65 65 

④ 平泉 
昼 67 67 65 66 65 66 64 65 70 

夜 63 62 61 62 61 61 60 61 65 

⑤ 知手 
昼 72 73 72 72 72 72 73 74 70 

夜 67 69 67 68 67 67 69 69 65 

⑥ 
奥野 

谷浜 

昼 67 67 67 67 68 66 67 67 70 

夜 57 57 58 58 61 59 58 58 65 

⑦ 石神 
昼 73 73 68 72 72 72 72 72 65 

夜 70 69 64 68 69 68 69 68 60 

⑧ 
常陸川 

大橋 

昼 - - - - 70 69 67 67 70 

夜 - - - - 65 64 62 62 65 

⑨ 矢田部 
昼 70 68 70 70 68 68 68 68 70 

夜 64 63 64 64 63 63 63 63 65 

⑩ 
銚子 

大橋 

昼 65 73 69 69 69 69 69 69 70 

夜 60 71 63 64 64 64 65 65 65 

備考）1. 時間区分は，「昼間」を 8 時から 18 時，「夜間」を 21 時から翌 6 時とします。 

   2. 網掛けは環境基準を上回っていることを示しています。 

 
■■ 課題 

● 道路沿道地域は環境基準超過が生じていることから，騒音対策を推進する必要があ

ります。 

● 道路沿道で観測された振動レベルは良好な状態にあるため，今後ともこの状態を維

持していく必要があります。 

  

施策の方向性 4－5 騒音・振動の少ない環境の維持 

現状と課題 
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第４章 施策の展開  

■■ 施策の展開方針 

施策の展開方針 1 騒音・道路沿道振動監視の継続 

騒音・道路沿道振動を対象に定期的な調査等を実施し，市内の状況を監視するとともに，

市民や事業者，関係機関等へわかりやすく情報を提供します。 

 市の施策 

 

 

 市民・事業者の取組 

市民 事業者 

・ 騒音・振動に関する情報に興味を持ち，

家族や友人，地域などで共有する。 

・ 事業所内で，市などが発信する騒音・振

動情報を共有し，従業員の環境意識向上

を図る。 

 

施策の展開方針２ 道路交通騒音・振動対策の推進 

道路交通騒音対策及び振動対策の観点から，エコドライブを推進します。また，道路交

通騒音・振動の低減を目的とした道路整備を図ります。 

 市の施策 

 

 

 市民・事業者の取組 

市民 事業者 

・ 車を利用する場合には，エコドライブを

実践する。 

・ 自らの配送から共同配送や運送会社の

活用などに切り替え，輸送の効率化を図

る。 

  

施策１ 騒音測定の実施 

 道路交通騒音，交通量の測定を行います。 

施策２ 道路沿道振動測定の実施 

 道路交通振動，交通量の測定を行います。 

施策１ エコドライブの普及促進 

 アイドリングストップをはじめとするエコドライブの啓発活動を行います。 

 企業と連携して環境に配慮した自動車利用を推進します。 

施策２ 低騒音型の道路整備 

 騒音の著しい箇所への低騒音型舗装などの騒音軽減のための道路整備を行います。 

 国県道については，県と連携を取りながら騒音対策を推進します。 
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施策の展開方針 3 騒音・振動対策の推進 

市内の工場や事業場に対し，法令等に基づく適切な指導や許認可手続きを行い，生活環

境の保全を推進します。 

 市の施策 

 

 

 市民・事業者の取組 

市民 事業者 

・ 音響機器やペットの鳴き声，早朝・深夜

のオートバイや自動車利用などで，騒音

を出さない。 

・ 騒音・振動を発生させる機器や拡声器等

の使用を抑制するとともに，使用する場

合には，周辺に影響を及ぼさない措置を

講じる。 

 

■■ 環境指標 

指標 指標の内容 
現状（単位） 

【年度】 
目標（単位） 

【年度】 

道路沿道地域の騒

音・振動に係る環境

基準達成率 

道路沿道地域の騒音・振動

について，環境基準を達成

した測定地点全体の割合 

60.0（％） 

【2017 年度】 

70.0（％） 

【2028 年度】 

 

 

  

施策１ 工場，事業場騒音・振動対策 

 騒音規制法・振動規制法等に基づき，騒音・振動発生工場，事業場に対する指導を

行います。 

 騒音・振動発生の防止を啓発します。 

施策２ 近隣騒音対策 

 ペットの鳴き声，テレビ，音響機器等の生活騒音，カラオケ等の営業騒音の発生防

止のための啓発を行います。 
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第４章 施策の展開  

 

 

■■ 現状 

● 悪臭については適宜調査を行い，公害の防止に向けた監視・観測作業を実施してい

ます。 

● 鹿島臨海工業地帯の立地企業に対しては，公害防止協定を締結の上，定期的な立入

調査等を実施し，公害関係法令等の遵守状況を確認しています。 

● 悪臭の苦情件数は，増減を繰り返しており，2013（平成 25）年度以降は増加傾

向にあります。 

 

 

＜図：悪臭の苦情件数の推移＞ 

 
■■ 課題 

● 規制基準に基づく監視の結果では，基準値に適合していましたが，悪臭の苦情件数

は増加傾向が続いていることから，実態の把握に努めるとともに，引き続き，発生

源対策を推進する必要があります。 
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67 

■■ 施策の展開方針 

施策の展開方針 1 悪臭監視の継続 

悪臭を対象に定期的な調査等を実施し，市内の状況を監視するとともに，市民や事業者，

関係機関等へわかりやすく情報を提供します。 

 市の施策 

 

 市民・事業者の取組 

市民 事業者 

・ 悪臭に関する情報に興味を持ち，家族や

友人，地域などで共有する。 

・ 事業所内で，市などが発信する悪臭情報

を共有し，従業員の環境意識向上を図

る。 

 
施策の展開方針 2 発生源対策の推進 

市内の工場や事業場に対し，法令等に基づく適切な指導や公害防止協定の遵守要請を行

い，生活環境の保全を推進します。 

 市の施策 

 

 

 市民・事業者の取組 

市民 事業者 

－ 

・ 工場，事業所等における悪臭の発生源に

ついては，密閉性の高い建屋内に設置す

るなど周辺に影響を及ぼさない措置を

講じる。 

・ 公害防止協定の締結内容を遵守する。 

・ 公害防止協定を締結する。 

 

  

施策１ 臭気測定の実施 

 悪臭防止法等に基づく臭気測定を行います。 

 公害苦情等に基づく臭気の発生源の把握に努めます。 

施策１ 悪臭発生事業所への指導 

 悪臭防止法等に基づき，臭気が発生している事業所に対して，臭気の削減を指導し

ます。 

施策２ 公害防止協定の遵守要請 

 公害防止協定の締結内容の遵守徹底を各企業に要請します。 

 必要に応じた立入調査等を行います。 

 新規立地企業と公害防止協定を締結します。 
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第４章 施策の展開  

施策の展開方針 3 近隣悪臭対策の推進 

日常生活から発生する近隣悪臭防止のための啓発等を進めます。 

 市の施策 

 

 市民・事業者の取組 

市民 事業者 

・ 家庭における悪臭の発生防止に努める。 ・ 飲食店の悪臭が，付近住民等に迷惑を及

ぼさないよう，排出口の向き，ダクト等

の設置を見直す。 

 

■■ 環境指標 

指標 指標の内容 
現状（単位） 

【年度】 
目標（単位） 

【年度】 

特定悪臭物質に

係る規制基準達

成率 

悪臭防止法に基づく臭気測

定による規制基準を達成し

た測定地点全体の割合 

100（％） 

【2017 年度】 

現状維持 

【2028 年度】 

 

 

 

  

施策１ 近隣悪臭防止のための指導と啓発 

 ペットなど日常生活に伴う悪臭防止のための啓発を行います。 

 飲食店等小規模事業所から悪臭防止のための啓発を行います。 

 臭気削減のための指導を行います。 
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■■ 現状 

● 化学物質は，私たちの生活に欠かせないものであるだけに，適正な管理と有効な利

用が促進される必要があります。 

● 我が国では化学物質によるリスクを総体的に減らしていくための制度として，指定

された化学物質について，一定量以上使用する事業所に対して環境中への排出量と

他の場所への移動量の届出を義務づける，PRTR 制度を設立しました。 

● 本市には，県下有数の工業団地である鹿島臨海工業地帯があることから，化学物質

の排出量・移動量の合計が 4，545 t/年（2015（平成 27）年度）と，県合計

13，066 t/年（2015（平成 27）年度）の約 35%を占めています。 

● ダイオキシン類の環境中への排出量は大幅に削減しており，市内又は鹿島港内，河

川，海域で行われたダイオキシン類の測定結果においても，水質，底質，土壌のい

ずれも環境基準を達成している状態にあります。 

 

＜図：化学物質の排出量・移動量（2015（平成 27）年度）＞ 

■■ 課題 

● 国内有数の工業地帯を有する本市では，PRTR 制度に基づいて届出が必要な化学物

質の排出・移動量で県内の約 3 割を占めていることから，市内の化学物質の排出・

移動量の監視を行う必要があります。 

● 化学物質を扱っている事業所に対し，適正な管理を実施させるとともに，リスクコ

ミュニケーションの推進を図る必要があります。 

● ダイオキシン類については，今後とも，良好な状態を維持するため，ダイオキシン

類発生施設やごみの野外焼却の防止対策等を推進するとともに，監視を継続する必

要があります。 

  

神栖市
4,545t/年

35%

その他
8,520t/年

65%

茨城県

13,066t/年

施策の方向性 4－7 安全確保のための化学物質等の管理 

現状と課題 
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第４章 施策の展開  

■■ 施策の展開方針 

施策の展開方針 1 化学物質の排出・移動量の監視 

市内で発生する化学物質を対象に定期的な調査等を実施し，市内の状況を監視するとと

もに，市民や事業者，関係機関等へわかりやすく情報を提供します。 

 市の施策 

 

 

 市民・事業者の取組 

市民 事業者 

・ 化学物質に関する情報に興味を持ち，家

族や友人，地域などで共有する。 

・ 事業所内で，市などが発信する化学物質

情報を共有し，従業員の環境意識向上を

図る。 

 
施策の展開方針 2 化学物質の適正な管理の推進 

ダイオキシン類を当ごみ焼却施設の敷地の外に排出しないようにごみ焼却施設の適正

な管理を行います。また，発生するダイオキシン類を対象に定期的な調査等を実施します。 

 市の施策 

 

 

 市民・事業者の取組 

市民 事業者 

・ 殺虫剤や農薬等は，安全な製品を選び，

使用を抑制する。 

・ 化学物質の排出削減を図り，化学物質の

適正管理を行う。 

  

施策１ 化学物質の排出・移動量の把握 

 PRTR 法に基づく化学物質の排出移動量の届出の状況を把握します。 

施策２ ダイオキシン類測定結果の把握 

 県が実施している大気，水質，底質，土壌中のダイオキシン類濃度の測定結果を把

握します。 

施策１ 公害防止協定の遵守要請 

 公害防止協定の締結内容の遵守徹底を各企業に要請します。 

 必要に応じた立入調査等を行います。 

 新規立地企業と公害防止協定を締結します。 

施策２ ごみ処理施設等の適正管理 

 鹿島共同再資源化センターのダイオキシン類排出量の把握と適正な管理を要請し

ます。 

 施設の更新に合わせ，将来のごみ処理のあり方を検討します。 
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施策の展開方針 3 リスクコミュニケーションの推進 

安全で安心な社会の実現に向けて，化学物質による環境リスクに関する正確な情報を共

有しつつ，相互に意思疎通を図るため，リスクコミュニケーションを推進します。 

 市の施策 

 

 市民・事業者の取組 

市民 事業者 

・ 事業所の CSR 情報や事業所が発行する

環境報告書を確認する。 

・ 関係者とのコミュニケーションを大事

にして定期的な情報開示と積極的なコ

ミュニケーションを行う。 

 

施策の展開方針 4 野外焼却等対策の推進 

適法な焼却施設以外で廃棄物を燃やす野外焼却は原則として禁止されています。ごみの

野外焼却を行わないよう周知徹底に努め，野外焼却が行われている場合は，行わないよう

指導します。 

 市の施策 

 

 

 市民・事業者の取組 

市民 事業者 

・ 自宅でごみを焼却しない。 ・ 事業所でごみを焼却しない。 

・ ビニールハウスなどのビニールや資材

などのごみを適正に処理する。 

  

施策１ 化学物質に関する情報交換 

 事業所が使用等している化学物質（第 1 種指定化学物質等）に関する毒性や管理方

法に関する情報を交換します。 

施策１ ごみの野外焼却の防止 

 ごみの野外焼却を行わないよう啓発活動を行います。 

 ごみの野外焼却が行われている場合は，行わないよう指導します。 

施策２ 農業系廃プラスチックの野外焼却の防止 

 農業系廃プラスチックの野外焼却を行わないよう啓発活動を行います。 

 野外焼却が行われている場合は，行わないよう指導します。 
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第４章 施策の展開  

施策の展開方針 5 放射性物質の監視 

放射性物質を対象に定期的な調査等を実施し，市内の状況を監視するとともに，市民や

事業者，関係機関等へわかりやすく情報を提供します。 

 市の施策 

 

 

 市民・事業者の取組 

市民 事業者 

・ 放射線物質に関する情報に興味を持ち，

家族や友人，地域などで共有する。 

・ 事業所内で，市などが発信する放射線物

質情報を共有し，従業員の環境意識向上

を図る。 

 

■■ 環境指標 

指標 指標の内容 
現状（単位） 

【年度】 
目標（単位） 

【年度】 

市内の空間放

射線量 

神栖市内の空間放射線量 環境基準達成 

【2016 年度】 

環境基準達成 

【2028 年度】 

 

 

  

施策１ 空間放射線量の監視 

 空間放射線量について，市役所本庁舎における常時観測による監視を行います。 

 福島第一原子力発電所からの新たな漏洩や測定値の上昇が見られた場合には，体制

を強化します。 

施策２ 放射性物質の監視 

 給食食材や農畜産物等，対象の特性に応じて放射性物質の測定監視を行います。 

暮らしの中の化学物質 
 

化学物質は私たちの生活を豊かにし，また，便利で快適な毎日の生活を維持するうえで欠かせ

ないものとなっています。現在，原材料や製品など，いろいろな形で流通している化学物質は数

万種類といわれています。私たちは，意識するしないにかかわらず，日常の生活や事業活動にお

いて多くの化学物質を利用し，それらを大気や水，土壌を通じて排出しています。そうした化学

物質の中には環境や人の健康に影響を及ぼすおそれがあるものがあります。 

化学物質と上手につきあっていくためには，身の周りの化学物質の環境リスクを正しく

理解するとともに，市民，事業者，行政が協力して環境リスクを減らす取組を進めること

が求められます。 

 
※化学物質の「環境リスク」とは，化学物質が環境を経由して人の健康や動植物の生息

又は生育に悪い影響を及ぼすおそれのある可能性をいいます。 
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  基本目標 5 みんなが環境をまもり，創造するまち 

 

 

 

■■ 現状 

● 市民アンケートの結果，環境保全活

動の状況について，「決められたごみ

の出し方を守る」が最も高く，一方，

「環境保全や自然保護に関する住民

活動（NPO 活動）に参加する」が最

も低い結果となりました。 

● 学校アンケートの結果では，行って

いる環境保全行動に関して，「洗濯用，

食器用の洗剤を使い過ぎないよう

にする」の割合が最も高く，一方で

「テレビを見る時間やゲームをす

る時間を決めている」が最も低い割

合となりました。行っている環境活

動に関して，「休みの日には海や川へ

出かける」の割合が最も高く，一方

で「自然観察会に参加する」が最も

低い割合となりました。 

● 市民一人ひとりの環境保全活動を促

進するため，児童から成人まで年代

に応じた環境教育を推進しています。 

 
 
■■ 課題 

● より良い環境づくりを進めるためには，市民の環境保全活動の促進と地域ぐるみの

環境保全活動の活性化が必要です。 

● さらに，市民の環境問題に対する意識の向上を図り，活動を促進していくためには，

環境教育の推進が必要です。 

 
  

施策の方向性 5－1 市民の環境保全活動の促進 

現状と課題 

＜図：環境保全活動の状況に関する市民アン
ケート結果一例（2017（平成 29）年度）＞ 
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決められたごみの出し方を守る

生ごみや油を台所から流さないようにする

詰め替えできる商品を購入する

車の使用を控え，歩き，自転車，バス等を

利用する

環境問題に関するセミナー，講習会に参加

する

環境保全や自然保護に関する住民活動

（ＮＰＯ活動）に参加する

＜図：環境保全行動の状況に関する学校アン
ケート結果（2017（平成 29）年度）＞ 
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照明や電気機器は，こまめに消し，使わな

い時は，主電源を切る

犬の散歩の時，フンの後始末をする

テレビを見る時間やゲームをする時間を決

めている
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■■ 施策の展開方針 
施策の展開方針 1 市民の環境保全活動の促進 

環境を身近に感じ，興味，関心を持たせ，行動を促進するため，環境イベントやキャン

ペーン，展示やパンフレットなどの環境意識向上につながる場や機会を提供します。また，

さまざまな形での積極的な環境情報を発信することで環境意識の向上を図ります。 

 市の施策 

 

 

 

 

 

 

  

施策１ 日常生活における環境配慮の促進 

 環境配慮の普及啓発を行います。 

 環境に配慮した取組例を紹介します。 

 ごみの減量を推進するため，エコクッキング教室を開催します。 

施策２ 市民参加による美化活動の促進 

 市民参加による清掃活動を実施し，環境保全と環境美化に対する意識の向上を図り

ます。 

 市職員による清掃活動を実施します。 

 漂着ごみ等は，海岸管理者と連携を取りながら，美化活動を推進します。 

施策３ ごみのポイ捨ての防止 

 ポイ捨て防止の看板を貸し出します。 

 啓発活動を実施します。 

施策４ 飼い犬や飼い猫などの飼養動物の適正管理の推進 

 犬のフンの始末の啓発活動及び看板を貸し出します。 

 犬や猫等は最後まで責任を持って飼うなど，適正な飼育が行われるよう啓発活動を

実施します。 

 犬，猫の不妊・去勢手術に対して助成します。 

施策５ 環境情報の提供 

 ホームページを活用した環境情報の提供を行います。 

 環境白書の発行による環境情報の提供を行います。 

施策６ 市民の環境保全活動の紹介 

 市民の顕彰と他の市民への波及効果の観点から，優れた環境保全活動を紹介しま

す。 
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 市民・事業者の取組 

市民 事業者 

・ 地域の美化活動等に積極的に参加する。 

・ 空き缶やたばこの吸い殻などのポイ捨

てをしない。 

・ 散歩時のペットのふんはきちんと持ち

帰る。 

・ 環境に関するニュースや記事に関心を

持つ。 

・ 地域の美化活動等に積極的に参加する。 

・ 事業所内で，市などが発信する環境情報

を共有し，従業員の環境意識向上を図

る。 

 

施策の展開方針 2 地域の環境保全活動の活性化 

環境に関する活動に取り組んでいる市民団体等に対して支援を行い，活動の活性化を図

ります。また，そのような団体と連携して市民参加型事業の検討を進めます。 

 市の施策 

 

 

 

 市民・事業者の取組 

市民 事業者 

・ 市や地域，ボランティア組織などが行う

環境保全事業に積極的に参加する。 

・ 環境に関するイベントやキャンペーン

などに参加する。 

・ 自ら環境保全活動に参加するとともに，

仲間を増やしていく。 

・ 市や地域，ボランティア組織などが行う

環境保全事業に積極的に参加する。 

・ 環境に関するイベントやキャンペーン

などに出展する。 

・ 業界団体や商店街など，既存の事業者ネ

ットワークを活用し，環境保全活動に取

り組む仲間を増やしていく。 

  

施策１ ボランティア組織の育成及び活動への支援 

 環境に関する市民団体等の育成と活動への支援を行います。 

施策２ 環境イベントの開催 

 消費生活展にて環境イベントを開催します。 

施策３ 市民参加型の環境事業の検討 新規 

 環境に関する活動を行っている団体等と連携し，市民参加型の環境事業を検討しま

す。 
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第４章 施策の展開  

施策の展開方針 3 環境教育の推進 

次世代を担う子どもたちに，環境に興味を持たせ，環境に配慮した行動を根付かせるた

め，充実した環境教育を推進します。また，大人を対象とした環境を学ぶさまざまな機会

を提供し，地域や職場で環境活動のリーダーとなる人材を育成します。 

 市の施策 

 

 

 

 

 市民・事業者の取組 

市民 事業者 

・ 自ら環境保全活動に参加するとともに，

仲間を増やしていく。 

・ 子どもの頃から生物や自然とふれあう

機会を持つ。 

・ 出前講座等に参加し，環境保全の取組を

実践する。 

・ 環境に関する学習や体験できる施設を

積極的に活用する。 

・ 業界団体や商店街など，既存の事業者ネ

ットワークを活用し，環境保全活動に取

り組む仲間を増やしていく。 

・ 従業員研修や社会貢献活動の一環とし

て，環境学習の機会を提供する。 

・ 出前講座等を活用し，従業員の環境学習

に取り組む。 

・ 事業所内の環境リーダーを育成し，環境

保全活動を活発化する。 

 

■■ 環境指標 

指標 指標の内容 
現状（単位） 

【年度】 
目標（単位） 

【年度】 

環境関連の NPO・ 

ボランティア団体数 

神栖市内の環境関連の

NPO・ボランティア団体数 

3（団体） 

【2017 年度】 

5（団体） 

【2028 年度】 

  

施策１ 環境教育の推進 

 小中学校の環境教育を積極的に推進します。 

施策２ 出前講座の開設 

 出前講座においてリサイクル講座に加え，環境講座を開設します。 

施策３ 人材の育成 

 環境保全や地球温暖化防止，リサイクルの推進などの活動のリーダーとなるべき

「人」の育成を推進します。 

施策４ 環境学習教材の整備 

 環境の保全等に関する図書やビデオなどの学習教材を充実します。 

 市民等の要請に応じて貸出しを行います。 
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■■ 現状 

● 本市では，鹿島地域公害防止計画区域であることと，近年の環境への意識の高まり

があいまって，市内の事業者は，環境に対する配慮に比較的高い関心を持って取り

組んでいます。 

● 事業者アンケートの結果，行っている環境保全活動に関して，「発生した廃棄物は

適切に処理している」が最も高く，次いで「不要個所の電灯の消灯」となりました。 

● 一方で，省エネルギー設備の導入に関しての取組実施率が 2 割以下となり，他分野

と比較して低い傾向にあります。 

 

 
 

■■ 課題 

● より良い環境づくりを進めるためには，事業者の環境保全活動の促進が必要です。

特に，本市の大規模事業者は比較的取組が進んでいることから，中小規模の事業者

の保全活動の促進に重点をおく必要があります。 

● 化学物質のリスクコミュニケーションを含め，事業者とのコミュニケーションを促

進する必要があります。 

● 事業者にも地域の一員として環境保全活動への参加を促進する必要があります。 

 
  

96%

90%

89%

80%

79%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

発生した廃棄物は適切に処理している

不要個所の電灯の消灯

紙，金属，ガラスびんなどは，分別し資

源化している

コピー用紙など紙の使用量の削減

ＯＡ機器等は，節電モードを利用または

使用しないときは電源を落とす

施策の方向性 5－2 事業者の環境保全活動の推進 

現状と課題 

＜図：環境保全活動の状況に関する事業者アンケート結果一例（2017（平成 29）年度）＞ 
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■■ 施策の展開方針 
施策の展開方針 1 環境と経済の好循環の促進 

快適な環境の創造や環境負荷が少ない社会の実現をめざすため，環境に配慮した商品や

サービスの普及・浸透に向けた取組を推進します。 

 市の施策 

 

 

 市民・事業者の取組 

市民 事業者 

・ 消費生活展において環境に配慮した事

業や新産業，環境配慮製品等の情報収集

する。 

・ 公害防止協定の締結内容を遵守する。 

・ 公害防止協定を締結する。 

・ 業務に関連する環境情報や，自らが行っ

ている環境行動について，積極的に情報

を発信する。 

 

 

＜鹿島臨海工業地帯＞  

施策１ 公害防止協定の締結 

 公害防止協定の締結内容の遵守徹底を各企業に要請します。 

 必要に応じた立入調査等を行います。 

 新規立地企業と公害防止協定を締結します。 

施策２ グリーン・イノベーションの推進 

 国や県と連携しながらグリーン・イノベーションを推進します。 

 消費生活展において環境に配慮した事業や新産業，環境配慮製品等の紹介等によ

り，産業界を支援します。 
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施策の展開方針 2 事業者等の地域活動への参加の促進 

事業者に対して，環境意識向上につながる場や機会を提供し，地域での環境保全の取組

への参加を促進します。 

 市の施策 

 

 市民・事業者の取組 

市民 事業者 

・ 美化活動や消費生活展へ参加する。 ・ 自ら行う環境保全活動を積極的に PR

し，他の事業者の環境に関する関心を高

めていく。 

 

■■ 環境指標 

指標 指標の内容 
現状（単位） 

【年度】 
目標（単位） 

【年度】 

消費生活展出展社数

（環境関係） 

消費生活展へ出展した 

環境関係の事業者等数 

3（社） 

【2018 年度】 

6（社） 

【2028 年度】 

 

 
＜消費生活展の様子＞ 

 

  

施策１ 環境保全活動への参加要請 

 美化活動への参加を要請します。 

 消費生活展への参加を要請します。 

 漁港の清掃活動への参加を要請します。 
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■■ 現状 

● 本市では，環境保全の観点から，市有施設への再生可能エネルギー・省エネルギー

設備の率先導入や，昼休みの消灯をはじめとする省エネルギー活動や再生紙の購入

と使用などの再生資源活用の取組，公用車への次世代自動車の採用などの取組を進

めているところです。 

● 本市では，公害に関する苦情の処理を行っているところです。本市の公害に係る苦

情件数の内訳は，大気汚染，騒音及び悪臭に関する苦情が継続的に多く寄せられて

います。 

● 工場，事業所を原因とする土壌汚染，地下水の過剰な汲み上げによる地盤沈下，カ

ラス対策等，様々な公害を適切に対応しています。 

● 本市では，不法投棄の予防対策として，不法投棄されやすい場所を防犯パトロール

とあわせてパトロールを行なっています。 

 
■■ 課題 

● 市民や事業者の環境に配慮した活動を促進するためには，市自らが率先して事務事

業に伴う環境への負荷を低減する必要があります。 

● 公害に関する苦情の処理を今後とも適切に行うとともに，現在までのところ問題の

生じていない土壌汚染や地盤沈下などの市にとって新たな環境問題についても防

止に努めていく必要があります。 

● ごみの不法投棄は，相変わらず大きな課題となっており，不法投棄をされないため

の情報を周知し，全市的な監視気運を高めるとともに，投棄者に対するさらなる指

導の強化等にも努める必要があります。 

 
  

施策の方向性 5－3 市の率先的な活動の実施 

現状と課題 
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■■ 施策の展開方針 
施策の展開方針 1 事務事業に伴う環境への負荷の低減 

「神栖市環境保全率先実行計画（地球温暖化対策実行計画）」に基づき，市の事務事業

に伴う環境への負荷の低減に関する行動を率先して行います。 

 市の施策 

 

 市民・事業者の取組 

市民 事業者 

・ 「神栖市環境保全率先実行計画」におけ

る市の取組内容を参考に，環境負荷の低

減に関する行動を実践する。 

・ 「神栖市環境保全率先実行計画」におけ

る市の取組内容を参考に，環境負荷の低

減に関する行動を実践する。 

 

施策の展開方針 2 公害苦情の適正な処理の推進 

騒音や悪臭など生活環境や近隣関係に起因する苦情に対し，適切な対応を進めていきま

す。 

 市の施策 

 

 
 市民・事業者の取組 

市民 事業者 

・ 公害防止のための情報提供に積極的に

協力する。 

・ 事業活動が環境に与える影響の低減に

努める。 

 

施策の展開方針 3 その他の公害等の発生の防止 

市民・事業者・ボランティア団体等と連携を図りながら，ごみの不法投棄防止や美化活

動をはじめとした，環境保全対策等の実施により，市民の快適な生活環境の維持を図りま

す。 

 市の施策 

 

施策１ 環境保全率先実行計画の推進 

 市の事務事業に伴う環境への負荷を低減するため，省エネルギーや再生可能エネル

ギーの取組を定めた環境保全率先実行計画（地球温暖化対策実行計画）を実施しま

す。 

施策１ 公害苦情等の適正処理 

 公害苦情等の適正処理を推進します。 

施策１ 土壌汚染対策 

 工場，事業所を原因とする土壌汚染について，土壌汚染対策法に基づき，県と連携

し適切に対応します。 
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 市民・事業者の取組 

市民 事業者 

・ 不法投棄防止のための情報提供に積極

的に協力する。 

・ 所有地に不法投棄されないよう，しっか

り管理する。 

・ 空き地の所有者は，定期的に草刈りする

などして管理する。 

・ 事業場内の土壌汚染の実態を把握し，そ

の情報公開をする。 

・ 所有地に不法投棄されないよう，しっか

り管理する。 

 

■■ 環境指標 

指標 指標の内容 
現状（単位） 

【年度】 
目標（単位） 

【年度】 

市役所からの

温室効果ガス

排出量 

神栖市役所で排出され

る二酸化炭素などの温

室効果ガス排出量 

14，406（t-CO2） 

【2017 年度】 

11，537（t-CO2） 

【2023 年度】 

（2013年度比約8%減） 

 
 
 
 

施策２ カラスの対策の実施 

 カラス対策として，鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律に基づき，適正に有

害鳥獣捕獲事業を行います。 

施策３ 不法投棄の防止 

 監視パトロールを実施します。 

 不法投棄が確認された際，関係機関との連携を図ります。 

 市民への通報先の周知に努めます。 

 監視カメラ等を活用し，不法投棄の未然防止及び実態の把握に努めます。 

 不法投棄防止の看板を貸し出しします。 

施策４ 空き地・空家の適正管理の推進 

 雑草の繁茂や衛生害虫の発生不法投棄等が見られる空き地，空家の適正管理を指導

します。 

 空き地・空家の適正管理の推進に関し，効果的な施策の検討を行います。 

施策５ その他の公害等の発生の防止 

 地下水位の監視測定を実施します。 

 環境問題に関する情報を収集します。 
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第5章 計画の推進 

 1 推進体制 

本計画の目標を達成し，より良い環境づくりを進めていくためには，市民，事業者，市

がそれぞれの役割を果たしつつ，相互のパートナーシップに基づいた取組を強化すること

が必要です。 

本市は，関係各部局より各種事業の実施状況を収集・把握し，その結果をとりまとめて

「（仮称）環境政策調整会議」等の環境保全に関わる庁内組織に報告し，評価を行うこと

で，本市の環境の実態を定期的に把握し，計画を管理することができる推進体制を構築し

ます。 

また，計画の一層の推進を図るため，市民，事業者，行政の三者による環境の諸課題に

取り組む，主体間のネットワーク構築の検討を行います。 

 

 
 
 

  

主体間ネットワーク 

神 栖 市 

（仮称）環境政策調整会議 

事務局（環境課） 

関係各部局 

施
策
協
議 

連
携
・
協
働 

報告 評価 

結果 
報告 

情報提供・ 
調整 
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第５章 計画の推進  

 2 進行管理 

（1） 計画の進捗状況の把握と公表 

■ 計画の進捗状況の把握 

計画の実効性を高めるために，環境マネジメントシステムの手法を参考とした PDCA

サイクルに基づく計画の進行管理を行います。 

計画の進捗状況については，環境指標として定めた本市の環境の状態や環境への負荷

の状況，環境保全に向けた市民，事業者，本市の取組の状況などを調査し，現況と経年

的な動向を把握します。その指標に基づき，計画の進捗状況を評価します。 

 

■ 計画の進捗状況の公表 

本市の環境の状況と施策の実施状況などの点検・評価の結果を，神栖市環境基本計画

年次報告として「神栖市環境白書」にまとめ，公表します。 

公表した報告書に対して，市民，事業者の意見を求め，提出された意見については，

計画の推進に役立てます。 

 
（2） 計画の見直し 

本計画は，策定から 5 年目に当たる 2023 年度に見直しを行います。ただし，今後

の社会情勢や経済状況，環境問題に対する意識などの変化，関係法令の整備や科学的な

知見の向上などに適切に対応するために，必要に応じて今後も計画の見直しを行います。 
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資料編 

 
① 神栖市環境基本条例 

平成 17 年 3 月 25 日 
条例第 3 号 

目次 
第 1 章 総則(第 1 条―第 6 条) 
第 2 章 環境の保全及び創造に関する基本施策(第 7 条―第 23 条) 
第 3 章 補則(第 24 条) 
付則 

 
第 1 章 総則 

(目的) 
第 1 条 この条例は，市の環境を保全し創造していくための基本理念を定めるとともに，市，事業者及

び市民の責務を明らかにし，あわせて環境の保全及び創造に関する施策の基本となる事項を定める
ことによって，環境の保全及び創造に関する施策を総合的かつ計画的に推進し，もって現在及び将
来の市民の健康で安全かつ文化的な生活の確保に寄与することを目的とする。 

(定義) 
第 2 条 この条例において，次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号に定めるところによる。 
(1) 環境への負荷 人の活動により環境に加えられる影響であって，環境の保全上の支障の原因となる

おそれのあるものをいう。 
(2) 公害 環境の保全上の支障のうち，事業活動その他の人の活動に伴って生じる相当範囲にわたる大

気の汚染，水質の汚濁(水質以外の水の状態又は水底の底質が悪化することを含む。)，土壌の汚染，
騒音，振動，地下水の枯渇，地盤の沈下及び悪臭によって，人の健康又は生活環境に係る被害が生
じることをいう。 

(3) 循環型社会 廃棄物の発生の抑制又は資源の循環的な利用の促進及び適正な処分の確保により，天
然資源の消費を抑制し，環境への負荷が低減される社会をいう。 

(4) 地球環境保全 人の活動による地球全体の温暖化，オゾン層の破壊の進行，海洋の汚染，野生生物
の種の減少その他地球の全体又はその広範な部分の環境に影響を及ぼす事態に係る環境の保全であ
って，人類の福祉に貢献するとともに市民の健康で安全かつ文化的な生活の確保に寄与するものを
いう。 

(基本理念) 
第 3 条 環境の保全及び創造は，すべての市民が健康で安全かつ文化的な生活を営むために必要とされ

る良好な環境を確保し，及び人と自然との共生を図るとともに，これを将来の世代へ継承していく
ことを目的として行われなければならない。 

2 環境の保全及び創造は，健全で恵み豊かな環境を維持しながら，環境への負荷が少ない，持続的発
展が可能な循環型社会の構築を目的として行われなければならない。 

3 環境の保全及び創造は，市，事業者及び市民がそれぞれの責務に応じた公平な役割分担と連携のも
とに積極的に取り組むことにより行われなければならない。 

4 地球環境保全は，人類共通の課題であるとともに，市民の健康で安全かつ文化的な生活を将来にわ
たって確保するうえでの課題であることを認識し，すべての者がこれを自らの課題であるととらえ，
それぞれの事業活動及び日常生活において積極的に推進しなければならない。 

(市の責務) 
第 4 条 市は，前条に定める環境の保全及び創造についての基本理念(以下「基本理念」という。)に基

づき，環境の保全及び創造に関する総合的な施策を策定し，これを実施する責務を有する。 
(事業者の責務) 
第 5 条 事業者は，基本理念に基づき，事業活動を行うにあたっては，環境への負荷の低減に努めると

ともに，公害を防止し，及び廃棄物を適正に処理するとともに，自然環境を適正に保全するための
必要な措置を講じる責務を有する。 

2 事業者は，基本理念に基づき，事業活動を行うにあたっては，事業活動に係る製品その他の物が使
用され，又は廃棄されることによる環境への負荷を低減するよう努める責務を有する。 

3 事業者は，基本理念に基づき，事業活動を行うにあたっては，再生資源その他の環境への負荷の低
減に資する原材料，役務等を利用するよう努める責務を有する。 

4 事業者は，基本理念に基づき，環境の保全及び創造に自ら努めるとともに，市が実施する施策に積
極的に協力する責務を有する。 
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(市民の責務) 
第 6 条 市民は，基本理念に基づき，日常生活において資源及びエネルギーの有効利用，廃棄物の減量，

再生資源その他の環境への負荷の少ない製品及び役務の利用等により，環境への負荷の低減に努め
る責務を有する。 

2 市民は，基本理念に基づき，環境の保全及び創造に自ら努めるとともに，市が実施する施策に積極
的に協力する責務を有する。 

 
第 2 章 環境の保全及び創造に関する基本施策 

(環境基本計画) 
第 7 条 市長は，環境の保全及び創造に関する施策を総合的かつ計画的に推進するための基本となる計

画(以下「環境基本計画」という。)を定めなければならない。 
2 環境基本計画は，次に掲げる事項について定めるものとする。 
(1) 環境の保全及び創造に関する総合的かつ長期的な目標及び施策の方向 
(2) 環境の保全に関する施策を総合的かつ計画的に推進するために必要な事項 
3 市長は，環境基本計画を定めるにあたっては，市民，事業者又はこれらの者の組織する民間の団体(以

下「市民等」という。)の意見を聴くために必要な措置を講じるものとする。 
4 市長は，環境基本計画を定めるにあたっては，神栖市附属機関に関する条例(昭和 47 年神栖町条例

第 42 号)に規定する神栖市環境審議会の意見を聴かなければならない。 
5 市長は，環境基本計画を定めたときは，速やかにこれを公表しなければならない。 
6 環境基本計画の変更については，前 3 項の規定を準用する。 
(年次報告) 
第 8条 市長は，環境の現況，環境の保全及び創造に関する施策の実施状況に関する報告を毎年作成し，

これを公表しなければならない。 
(施策の策定等にあたっての指針) 
第 9 条 市は，環境に影響を及ぼすと認められる施策を策定し，又は実施するときは，環境基本計画と

の整合を図らなければならない。 
2 市は，前項に定める整合を図るために必要な体制を整備するものとする。 
(規制等の措置) 
第 10 条 市は，公害その他環境の保全上の支障を防止するため，必要な規制及び指導の措置を講じる

ものとする。 
(経済的措置) 
第 11 条 市は，市民等が行う環境への負荷の低減のための施設の整備その他の環境の保全及び創造に

資する取組について，特に必要があると認めるときは，助成その他の措置を講じるものとする。 
2 市は，環境への負荷を低減させるため，特に必要があると認めるときは，市民等に対して適正な経

済的負担を求めるための措置を講じることができる。 
(環境の保全及び創造に資する施設の整備等) 
第 12 条 市は，環境の保全上の支障の防止に資する施設の整備その他環境の保全上の支障の防止に資

する事業を推進するために必要な措置を講じるものとする。 
2 市は，公園，緑地等の整備その他自然環境の適正な整備及び健全な利用のための事業を推進するた

めに必要な措置を講じるものとする。 
(環境影響の事前配慮) 
第 13 条 市は，環境に影響を及ぼすおそれのある事業を行おうとする事業者が，その事業の実施に伴

う環境への影響について，事前に環境の保全及び創造について適正に配慮することを推進するため，
必要な措置を講じるものとする。 

(資源の循環的な利用等の促進) 
第 14 条 市は，再生資源その他環境への負荷の低減に資する原材料，製品，役務等資源の循環的な利

用，エネルギーの有効利用及び廃棄物の減量化が促進されるように，必要な措置を講じるものとす
る。 

(市民等の意見の反映) 
第 15 条 市は，環境の保全及び創造に関する施策に，市民等の意見を反映することができるように必

要な措置を講じるものとする。 
(環境教育及び環境学習の推進) 
第 16 条 市は，市民等が環境の保全及び創造に関する理解を深めるとともに，自発的な活動が促進さ

れるように，環境教育及び環境学習の振興に必要な措置を講じるものとする。 
(市民等の自発的な活動の促進) 
第 17 条 市は，市民等が自発的に行う環境の保全及び創造に資する活動を促進するために必要な措置

を講じるものとする。 
(参加及び連携の推進) 
第 18 条 市は，環境の保全及び創造を推進するにあたり，市民等の参加及び連携が得られるよう必要

な措置を講じるものとする。 
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(環境管理の促進) 
第 19 条 市は，事業者が自らの事業活動に係る環境への負荷の低減を図るために行う自主的な環境管

理の実施の促進に必要な措置を講じるものとする。 
(情報の提供) 
第 20 条 市は，環境の保全及び創造に関する活動を促進するにあたり，個人及び法人の権利利益の保

護に配慮しつつ，環境の状況その他の環境の保全及び創造に関する必要な情報を適切に提供するよ
う努めるものとする。 

(調査の実施及び監視体制等の整備) 
第 21 条 市は，環境の状況を把握するとともに，環境の保全及び創造に関する施策を適正に実施する

ため，必要な調査を実施するとともに，監視等の体制の整備に努めるものとする。 
(地球環境保全に資する施策の推進) 
第 22 条 市は，地球環境保全が人類共通の課題であるとともに市民の現在及び将来にかかわる課題で

あることを認識し，地球環境保全に資する施策を推進するものとする。 
(国及び県並びに他の地方公共団体との協力) 
第23条 市は，環境の保全及び創造に関する広域的な取組を必要とする施策を実施するにあたっては，

国及び県並びに他の地方公共団体と協力して，その推進に努めるものとする。 
 

第 3 章 補則 
(委任) 
第 24 条 この条例の施行に関し必要な事項は，市長が別に定める。 
 
付 則 
(施行期日) 
1 この条例は，平成 17 年 4 月 1 日から施行する。 
(神栖町公害防止条例の一部改正) 
2 神栖町公害防止条例(昭和 47 年神栖町条例第 1 号)の一部を次のように改正する。 
〔次のよう〕略 
(神栖町附属機関に関する条例の一部改正) 
3 神栖町附属機関に関する条例(昭和 47 年神栖町条例第 42 号)の一部を次のように改正する。 
〔次のよう〕略 
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② 神栖市環境審議会規則 
昭和 49 年 11 月 5 日 

規則第 19 号 
改正 昭和 54 年 4 月 2 日規則第 3 号 

昭和 56 年 9 月 30 日規則第 35 号 
平成 6 年 3 月 29 日規則第 12 号 
平成 22 年 3 月 23 日規則第 4 号 

 
(趣旨) 
第 1 条 この規則は，神栖市附属機関に関する条例(昭和 47 年神栖町条例第 42 号)第 3 条の規定に基づ

き，神栖市環境審議会(以下「審議会」という。)に関し必要な事項を定めるものとする。 
(組織) 
第 2 条 審議会の委員は，委員 25 人以内をもって組織し，次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

(1) 一般公募による者 
(2) 関係機関及び団体の代表又は役職員 
(3) 学識経験者 
(4) 企業及び企業の関係組織の関係者 

2 市長は，審議会の委員を一般公募した場合において，その公募がなかったとき又は少数のとき
は，適当と認める者をもって補うことができる。 

(任期) 
第 3 条 委員の任期は，2 年とする。ただし，委員が欠けた場合における補欠委員の任期は，前任者の

残任期間とする。 
2 前項の規定にかかわらず，前条第 2 号及び第 4 号により委嘱された委員は，当該職を退いたと

きは，その職を失うものとする。 
(役員) 
第 4 条 審議会に会長及び副会長 1 人を置き，委員の互選により定める。 

2 会長は，審議会を総理し，会議の議長となる。 
3 副会長は，会長を補佐し，会長に事故があるときは，その職務を代理する。 

(会議) 
第 5 条 審議会は，会長が招集する。ただし，最初の審議会は，市長が招集するものとする。 

2 審議会は，委員の半数以上の者が出席しなければ，開くことができない。 
3 審議会の議事は，出席委員の過半数をもって決し，可否同数のときは，議長の決するところに

よる。 
(参与) 
第 6 条 会長は，審議会運営上必要と認めるときは，関係者に参与として出席を求め，意見を述べさせ，

又は説明させることができる。 
(委任) 
第 7 条 この規則に定めるもののほか，審議会に関し必要な事項は，会長が定める。 
 
付 則 

この規則は，公布の日から施行し，昭和 49 年 4 月 1 日から適用する。 
付 則(昭和 54 年規則第 3 号) 

この規則は，公布の日から施行する。 
付 則(昭和 56 年規則第 35 号) 
この規則は，昭和 56 年 10 月 1 日から施行する。 

付 則(平成 6 年規則第 12 号) 
この規則は，平成 6 年 4 月 1 日から施行する。 

付 則(平成 22 年規則第 4 号) 
この規則は，平成 22 年 4 月 1 日から施行する。 
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③ 神栖市環境市民会議設置要項 
平成 15 年 4 月 1 日 

告示第 28 号 
(設置) 
第 1 条 神栖市環境基本計画の策定又は見直しを行うに当たり，市民の意見及び提言を積極的に反映さ

せるため，神栖市環境市民会議(以下「環境市民会議」という。)を設置する。 
(所掌事項) 
第 2 条 環境市民会議は，次に掲げる事項を行うものとする。 

(1) 環境基本計画の策定又は見直しに関する事項の検討に関すること。 
(2) その他環境市民会議の設置目的を達成するために必要な事項 

(組織) 
第 3 条 環境市民会議の委員は，24 名以内をもって組織する。 
2 委員は，市内在住者及び在勤者の中から市長が委嘱する。 
(任期) 
第 4 条 委員の任期は，2 年とする。ただし，再任を妨げない。 
2 補欠委員の任期は，前任者の残任期間とする。 
(会長及び副会長) 
第 5 条 環境市民会議に会長及び副会長各 1 人を置く。 
2 会長及び副会長は，委員の互選により選任する。 
3 会長は，環境市民会議を総理し，環境市民会議を代表する。 
4 副会長は，会長を補佐し，会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは，その職務を代理する。 
(会議) 
第 6 条 環境市民会議は，会長が招集する。ただし，最初に開催される会議は，市長が招集する。 
2 会長は，会議の議長となる。 
(情報又は資料の請求) 
第 7 条 市は，委員から計画の策定又は見直しに関し必要な情報又は資料の請求があった場合には，速

やかにこれに応じるよう努めなければならない。 
(事務局) 
第 8 条 環境市民会議の事務を処理するため，事務局を生活環境部環境課に置く。 
(委任) 
第 9 条 この告示に定めるもののほか，環境市民会議の運営に関し必要な事項は，会長が別に定める。 
 
付 則 
この告示は，平成 15 年 4 月 1 日から施行する。 

付 則(平成 17 年告示第 142 号) 
この告示は，平成 17 年 8 月 1 日から施行する。 
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④ 神栖市環境基本計画策定委員会設置要項 
平成 15 年 4 月 1 日 

訓令第 5 号 
(設置) 
第 1 条 神栖市環境基本条例(平成 17 年神栖町条例第 3 号)第 7 条第 1 項の規定に基づく環境の保全に

係る総合的な計画を策定又は見直しをするため，神栖市環境基本計画策定委員会(以下「委員会」と
いう。)を設置する。 

(所掌事務) 
第 2 条 委員会は，次に掲げる事務を所掌する。 

(1) 環境基本計画の策定に関すること。 
(2) 環境基本計画の見直しに関すること。 
(3) その他環境基本計画策定委員会の設置目的を達成するために必要な事項 

(組織) 
第 3 条 委員会の委員は，別表に掲げる者を市長が任命する。 
2 委員の任期は，任命を受けた日から 2 年とする。ただし，再任を妨げない。 
3 補欠委員の任期は，前任者の残任期間とする。 
(委員長及び副委員長) 
第 4 条 委員会に委員長及び副委員長各 1 名を置く。 
2 委員長には副市長，副委員長には生活環境部長をもって充てる。 
3 委員長は会務を総理し，委員会を代表する。 
4 副委員長は，委員長を補佐し，委員長に事故があるとき又は委員長が欠けたときは，その職務を代

理する。 
(会議) 
第 5 条 委員会は，必要に応じて委員長が招集する。 
2 委員長は，会議の議長となる。 
(環境基本計画策定検討部会) 
第 6 条 環境基本計画の策定又は見直しに当たり専門的事項に関する調査及び検討を行わせるため，市

職員による環境基本計画検討部会(以下「検討部会」という。)を置く。 
2 検討部会の運営に関しては，別に定める。 
(事務局) 
第 7 条 委員会の事務を処理するため，事務局を生活環境部環境課に置く。 
(委任) 
第 8 条 この訓令に定めるもののほか，委員会の運営に関し必要な事項は，委員長が別に定める。 
 
付 則 

この訓令は，平成 15 年 4 月 1 日から施行する。 
付 則(平成 17 年訓令第 48 号) 
この訓令は，平成 17 年 8 月 1 日から施行する。 

付 則(平成 18 年訓令第 19 号) 
この訓令は，平成 18 年 4 月 1 日から施行する。 

付 則(平成 19 年訓令第 19 号) 
この訓令は，平成 19 年 4 月 1 日から施行する。 

付 則(平成 20 年訓令第 31 号) 
この訓令は，平成 20 年 6 月 30 日から施行する。 

 
別表(第 3 条関係) 

副市長 
総務部長 
企画部長 
波崎総合支所長 
健康福祉部長 
生活環境部長 
都市整備部長 
産業経済部長 
教育部長 
農業委員会事務局長 
環境課長 
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⑤ 神栖市環境基本計画検討部会運営要項 
平成 15 年 4 月 1 日 

訓令第 6 号 
改正 平成 16 年 2 月 2 日訓令第 1 号 

平成 17 年 7 月 29 日訓令第 49 号 
平成 18 年 3 月 31 日訓令第 18 号 

平成 21 年 3 月 9 日訓令第 6 号 
平成 22 年 3 月 16 日訓令第 2 号 
平成 25 年 4 月 1 日訓令第 13 号 

(趣旨) 
第 1 条 この訓令は，神栖市環境基本計画策定委員会設置要項(平成 15 年神栖町訓令第 5 号)第 6 条第 2

項の規定に基づき，神栖市環境基本計画検討部会(以下「検討部会」という。)の運営について
必要な事項を定めるものとする。 

(所掌事務) 
第 2 条 検討部会は，次に掲げる事務を所掌する。 

(1) 環境基本計画の策定又は見直しに係る専門的事項の調査及び検討に関すること。 
(2) その他検討部会の設置目的を達成するために必要な事項 

(組織) 
第 3 条 検討部会の部会員は，次に掲げる者を市長が任命する。 

(1) 環境課長 
(2) 環境課課長補佐 
(3) 別表に掲げる課の係長以上の職員 

2 部会員の任期は，任命を受けた日から 2 年とする。ただし，再任を妨げない。 
3 補欠委員の任期は，前任者の残任期間とする。 

(部会長及び副部会長) 
第 4 条 検討部会に，部会長及び副部会長各 1 人を置く。 

2 部会長には環境課長，副部会長には環境課課長補佐をもって充てる。 
3 部会長は，会務を総理し，検討部会を代表する。 
4 副部会長は，部会長を補佐し，部会長に事故があるとき又は部会長が欠けたときは，その職務

を代理する。 
(会議) 
第 5 条 検討部会は，必要に応じて部会長が招集する。 

2 部会長は，会議の議長となる。 
(事務局) 
第 6 条 検討部会の事務を処理するため，事務局を環境課に置く。 
(委任) 
第 7 条 この訓令に定めるもののほか，検討部会の運営に関し必要な事項は，部会長が別に定める。 
 
付 則 

この訓令は，平成 15 年 4 月 1 日から施行する。 
付 則(平成 16 年訓令第 1 号) 

この訓令は，公布の日から施行する。 
付 則(平成 17 年訓令第 49 号) 
この訓令は，平成 17 年 8 月 1 日から施行する。 

付 則(平成 18 年訓令第 18 号) 
この訓令は，平成 18 年 4 月 1 日から施行する。 

付 則(平成 21 年訓令第 6 号) 
この訓令は，平成 21 年 4 月 1 日から施行する。 

付 則(平成 22 年訓令第 2 号) 
この訓令は，平成 22 年 4 月 1 日から施行する。 

付 則(平成 25 年訓令第 13 号) 
この訓令は，平成 25 年 4 月 1 日から施行する。 

 
別表(第 3 条関係) 

本庁 
総務課 
職員課 
政策企画課 
契約管財課 
市民協働課 

 
社会福祉課 
防災安全課 
廃棄物対策課 
都市計画課 
道路整備課 

 
施設管理課 
農林課 
商工観光課 
下水道課 
水道課 

 
学務課 
文化スポーツ課 
農業委員会事務局 
環境課 

波崎総合支所 
市民生活課 
水産・地域整備課 
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⑥ 策定体制 

 
神栖市環境審議会 

 

区分 氏名 備考 

一般公募者 立 元  睦 男 公募委員 

松 永  司 公募委員 

石 田  光 公募委員 

関 係 機 関 

及び団体の

代表者又は 

役 職 員 

羽 出  道 雄 なめがたしおさい農業協同組合 

宮 内  義 昭 はさき漁業協同組合 常務理事 

篠 塚  洋 一 神栖市農業委員会 会長 

溝 口  勝 也 神栖市行政委員連絡協議会 

松 本  一 夫 神栖市公害対策市民協議会 会長 

◎ 安 藤  和 幸 神栖市 PTA 連絡協議会 会長 

有 元  和 枝 神栖市食生活改善推進委員連絡協議会 

山 﨑   一 神栖市観光協会 会長 

学識経験者 丸 野  和 美 行政相談委員 

大 槻  豊 神栖市教育会 会長 

小 濱  剛 千葉科学大学 准教授 

○ 名 雪  敬 子 茨城県地球温暖化防止活動推進員 

生 坂  清 子 茨城県地球温暖化防止活動推進員 

小   優 介 茨城県地球温暖化防止活動推進員 

企業及び企業

の関係組織

の 関 係 者 

小 並  靖 史 東部コンビナート幹事会社 

石 田  秀 章 西部地区保安対策協議会会長会社 

大 谷  好 美 企業労組代表（鹿島地区労働組合懇談会） 

大 竹  弘 道 波崎地区企業連絡会・技術部会常任委員 

藤 原  廣 市 波崎工業団地第２地区 公害防止協定推進協議会・幹事会社 

備考）◎：会長，○：副会長 
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神栖市環境市民会議           神栖市環境基本計画策定委員会 

 

名 前  
◎副市長 

総務部長 
企画部長 
波崎総合支所長 
健康福祉部長 

○生活環境部長 
都市整備部長 
産業経済部長 
教育部長 
農業委員会事務局長 
環境課長 

小 川  万 代  

太 田  一 子  

羽 生  享 子  

宮 本  一 男  

加 藤  和 男  

髙 島  三 千 代  
備考）◎：委員長，○：副委員長 

 

椎 名  孝 子  神栖市環境基本計画策定検討部会 

坂 野   勝  部会員（役職） 

上 久 保  節 子  
◎環境課長 
○環境課長補佐 

市長が任命する以下に掲げる課の
係長以上の職員 
 

本庁 
総務課 
職員課 
政策企画課 
契約管財課 
市民協働課 
社会福祉課 
防災安全課 
廃棄物対策課 
都市計画課 
道路整備課 
施設管理課 
農林課 
商工観光課 
下水道課 
水道課 
学務課 
文化スポーツ課 
農業委員会事務局 
環境課 

波崎総合支所 
市民生活課 
水産・地域整備課 

○ 遠 藤  道 章  

飯 田   等  

田 川  勇 治  

渡 辺   武  

◎ 才 賀  秀 樹  

元   信 行  

水 野  源 吾  

塩 冶  源 市 郎  

青 木   夫  

備考）◎：会長，○：副会長   
備考）◎：部会長，○：副部会長 
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⑦ 策定経過・策定経緯 

 
 平成２９年度 環境調査を実施 

１１月～１２月 アンケート調査 
■ 市 民  ：563 通回収／1，189 通発送※（回収率 47.4%） 

■ 事業所  ：115 通回収／  193 通発送※（回収率 59.6%） 

■ 学 生  ：950 通回収／  958 通発送※（回収率 99.2%） 

（小学校４校，中学校４校，高等学校２校） 
※宛先不明で返却された分は，母数から除外している。 

専門家ヒアリング 
現地確認および調査，資料の収集，データのとりまとめ等 

 

 平成３０年度 計画策定のための会議等を実施 

５月２１日 第１回環境基本計画検討部会 開催 
（市役所内部の関連部署による検討のための会議） 
６月２６日 第１回環境市民会議 開催 
（市民の意見を反映するための会議） 
８月２１日 第２回環境基本計画検討部会 開催 
９月２７日 第２回環境市民会議 開催 
１０月２３日 環境基本計画策定委員会 開催 
（市役所内部の計画決定機関） 
１０月３１日 第１回環境審議会 開催 
（市長の諮問機関） 
１１月１５日 パブリックコメントの募集開始 
（市民からの意見を公募・１２月１４日までの１ヵ月間募集） 
１月１０日 第３回環境市民会議 開催 
１月３０日 第２回環境審議会 開催 
２月１３日 環境審議会の答申書提出 
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⑧ 諮問書・答申書 

 
 

環  第   ６６１  号 
平成３０年１０月３１日 

 
神栖市環境審議会 
会  長 安藤 和幸 様 
 
 

神栖市長 石田 進  
 
 

神栖市環境基本計画（案）について（諮問） 

  
 
本市の豊かな環境を将来の世代に引き継ぎ，より良い環境づくりの取り組み

を総合的かつ計画的に進めるための指針として，神栖市環境基本計画（案）を

作成したので，貴審議会の意見を求める。 
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平成３１年２月１３日 

 

神栖市長 石田 進 様 
神 栖 市 環 境 審 議 会 

会長 安藤 和幸 
 

 
神栖市環境基本計画（案）について（答申） 

 
 
 平成３０年１０月３１日付け環第６６１号をもって当審議会に諮問のあった，神栖

市環境基本計画（案）について，次のとおり答申する。 
 
神栖市環境基本計画（案）について，当審議会において神栖市環境審議会規則第５

条の規定に基づき，慎重に審議した結果，本案は妥当なものと認める。 
 なお，神栖市環境基本計画の実施にあたっては，望ましい環境像である「人と自然

が調和・共生する循環型社会のまち・かみす」の実現に向けて，下記の事項に留意し，

計画の円滑な推進に努めるよう要望する。 
 

記 
 
１ 神栖市環境基本条例に定められた環境の保全及び創造に関する基本理念の実現

のため，望ましい環境像や施策の内容を市民・事業者に広く周知し，持続可能な

社会の構築に向けて，市民・事業者・行政が三者一体となって進めること。 
 
２ 市の環境を取り巻く情勢の変化に対して，環境基本計画の趣旨を十分理解しつ

つ，速やかにかつ柔軟に対応すること。 
 
３ 環境基本計画を着実に実施するため，適切な指標設定と評価により効果的な進行

管理に努めること。 

 

環境基本計画答申書（平成３１年２月１３日）  
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⑨ 用語の解説 

 

あ行 

亜硝酸性窒素 

肥料，家畜のふん尿や生活排水に含まれるアンモニウムが酸化されたもので，作物に吸収されずに土壌に溶け出し，富

栄養化の原因となります。 

一酸化炭素 

一酸化炭素は，無味，無臭，無色，無刺激な気体で，炭素を含む物質の不完全燃焼により生成します。 

主要な発生源は自動車排出ガスで，喫煙によっても体内に吸収されます。 

一般廃棄物処理基本計画 

一般廃棄物の処理に関する計画です。本計画は平成 18 年度から平成 32 年度を計画期間とし，おおむね５年ごとに見

直すこととされています。 

温室効果ガス 

大気中の二酸化炭素やメタンなどのガスは太陽からの熱を地球に封じ込め，地表を暖める働きがあります。これらのガ

スを温室効果ガスといいます。 

産業革命以降，温室効果ガスの大気中の濃度が人間活動により上昇し，「温室効果」が加速されています。1997 年の第

三回気候変動枠組条約締約国会議（COP3）で採択された京都議定書では，地球温暖化防止のため，二酸化炭素，メタン，

一酸化二窒素のほか HFC 類，PFC 類，SF6が削減対象の温室効果ガスと定められました。 

アイドリングストップ 

信号待ち，荷物の上げ下ろし，短時間の買い物などの駐停車の時に，自動車のエンジンを停止させることです。 

そうした行動を推奨する運動をさす概念としても用いられます。 

ウォームビズ 

ウォームビズとは，地球温暖化防止の一環として，秋冬のオフィスの暖房設定温度を省エネ温度の 20 度にし，暖かい

服装を着用する秋冬のビジネススタイルのことです。 

エコクッキング 

残り物を材料にした調理や，水を節約した調理など，環境に配慮しながら料理することです。 

エコドライブ 

省エネルギー，二酸化炭素（CO2）や大気汚染物質の排出削減のための運転技術をさす概念です。関係するさまざまな

機関がドライバーに呼び掛けています。 

主な内容は，アイドリングストップを励行し，経済速度の順守，急発進や急加速，急ブレーキを控えること，適正なタ

イヤ空気圧の点検などがあげられます。 

エネルギー面的利用 

個々の建物ではなく複数の建物でエネルギーの最適化を図ることです。 

オゾン層の破壊 

オゾン層は成層圏に存在し，太陽光に含まれる有害な紫外線の大部分を吸収し地球上の生物を守っています。このオゾ

ン層が近年フロンなどの人工化学物質によって破壊されていることが明らかになっています。 
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か行 

外来生物 

外来生物法では，「海外から我が国に導入されることによりその本来の生息地又は生育地の外に存することとなる生物」

と定義されています。 

化学物質によるリスク 

化学物質による私たちの健康や自然環境に悪い影響を及ぼす可能性のことです。 

合併処理浄化槽 

し尿と併せて生活雑排水を処理する浄化槽のことです。 

家庭用燃料電池（エネファーム） 

都市ガス・LP ガスから取り出した水素と，空気中の酸素を化学反応させて電気と熱を発生させるコージェネレーショ

ンシステム。利用段階で反応物として水しか排出しないのでクリーン。電気と熱の両方を有効利用することで，更にエネ

ルギー効率を高めることが可能です。 

家電リサイクル法 

特定家庭用機器再商品化法（平成 10 年法律第 97 号）の通称です。 

一般家庭や事務所から排出された家電製品（エアコン，テレビ（ブラウン管，液晶・プラズマ），冷蔵庫・冷凍庫，洗

濯機・衣類乾燥機）から，有用な部分や材料をリサイクルし，廃棄物を減量するとともに，資源の有効利用を推進するた

めの法律です。 

環境基準 

環境基本法（平成 5 年法律第 91 号）第 16 条に基づいて，政府が定める環境保全行政上の目標のことです。 

人の健康を保護し，生活環境を保全する上で維持されることが望ましい基準として，大気汚染，水質汚濁，土壌汚染，

騒音について定められています。 

環境保全型農業 

一般的には可能な限り環境に負荷を与えない（または少ない）農業，農法のことです。農業の持つ物質循環機能を生か

し，土づくり等を通じて化学肥料や農薬の投入を低減し，環境負荷を軽減するよう配慮した持続的な農業生産方式の総称

です。 

環境マネジメントシステム 

事業組織が法令等の規制基準を遵守するだけでなく，自主的に，（1）環境保全に関する方針，目標，計画等を定め，（2）

これを実行，記録し，（3）その実行状況を点検して，（4）方針等を見直すという一連の手続きを環境マネジメントシス

テム（環境管理システム）といいます。 

気候変動 

気候変動枠組条約では，地球の大気の組成を変化させる人間活動に直接または間接に起因する気候の変化であって，比

較可能な期間において観測される気候の自然な変動に対して追加的に生ずるものと定義されています。 

気候変動枠組条約 

国連の下，大気中の温室効果ガスの濃度を安定化させることを究極の目標とする「気候変動に関する国際連合枠組条約」

のことです。 

気候変動枠組条約締約国会議 

気候変動枠組条約に基づき，1995 年から毎年開催されている国際会議のことです。 

揮発性有機化合物（VOC） 

VOC は揮発性有機化合物（Volatile Organic Compounds）の略称で，塗料，印刷インキ，接着剤，洗浄剤，ガソリン，

シンナーなどに含まれるトルエン，キシレン，酢酸エチルなどが代表的な物質です。製品から見て直感的には，「有機溶
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剤」と考えておけば良いでしょう。大気中の光化学反応により，光化学スモッグを引き起こす原因物質の 1 つとされて

います。 

公害防止協定 

地方公共団体と企業の間で交わした公害防止に関する約束のことです。 

法律の規制にとらわれず，対象項目，適用技術などを地域の実情に合った形で盛り込んでおり，企業側の遵守状況も良

好なことから日本の産業公害の改善に大きく貢献したとの評価もあります。 

光化学オキシダント 

気温や風速，日射量などの気象条件の影響を受け，夏期の風の弱い日差しの強い日に発生しやすい物質です。人の粘膜

を刺激する性質を持ち，植物を枯らすなどの被害を及ぼします。 

降下ばいじん 

降下ばいじんとは，大気中に排出されたばいじん（燃料その他の物の燃焼等により発生するすすや固体粒子）や風によ

り地表から舞い上がった粉じん（物の破壊，選別等の機械的処理又は鉱石や土砂の推積に伴い発生し，又は飛散する物質）

などのうち，比較的粒径が大きく重いために大気中で浮かんでいられずに落下（降下）するもの，あるいは雨や雪などに

取り込まれて降下するものです。 

高度処理型合併処理浄化槽 

窒素やリンまでも除去できる合併処理浄化槽のことです。 

高効率給湯器 

高効率給湯器とは，エネルギーの消費効率に優れた給湯器のことです。これらを利用することで，省エネや地球温暖化

の主な原因となっている二酸化炭素（CO2）を減らすことができ，地球環境保全への貢献に役立ちます。 

高効率給湯器には，二酸化炭素（CO2）冷媒ヒートポンプ（通称エコキュート），潜熱回収型給湯器（通称エコジョー

ズ），ガスエンジン給湯器（通称エコウィル），家庭用燃料電池（通称エネファーム）などがあります。 

固定価格買取制度 

「再生可能エネルギーの固定価格買取制度」は，再生可能エネルギーで発電した電気を，電力会社が一定価格で一定期

間買い取ることを国が約束する制度です。電力会社が買い取る費用の一部を電気をご利用の皆様から賦課金という形で集

め，今はまだコストの高い再生可能エネルギーの導入を支えていきます。この制度により，発電設備の高い建設コストも

回収の見通しが立ちやすくなり，より普及が進みます。 

クールビズ 

クールビズは，地球温暖化防止の一環として，夏のオフィスの冷房設定温度を省エネ温度の 28 度にし，それに応じた

軽装をする夏のビジネススタイルのことです。 

グリーン・イノベーション 

環境・エネルギー分野での技術革新や新たな価値の創出のことを指します。 

グリーンコンシューマー 

環境に配慮した行動をする消費者のことです。 
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さ行 

再資源化 

ごみを原料として再利用することです。具体的には，使用済み製品や生産工程から出るごみなどを回収し，利用しやす

いように処理して，新しい製品の材料もしくは原料として使うことを指します。 

再生可能エネルギー 

一度利用しても比較的短期間に再生が可能であり，資源が枯渇しないエネルギーです。太陽光や太陽熱，水力，風力，

バイオマス，地熱などのエネルギーは，「再生可能エネルギー」ともいわれます。石油等に代わるクリーンなエネルギー

として，政府はさらなる導入・普及を促進します。 

生物多様性国家戦略 2012-2020 

生物多様性条約第 6 条に規定されている生物多様性の保全と持続可能な利用のための国家戦略で，2012 年 9 月に閣議

決定されました。1995 年 10 月に策定された最初の「生物多様性国家戦略」から数えて 5 版目の国家戦略です。 

2010 年 10 月の生物多様性条約第 10 回締約国会議（COP10）で採択された愛知目標の達成に向けた我が国のロードマ

ップを示すとともに，2011 年 3 月に発生した東日本大震災を踏まえた今後の自然共生社会のあり方を示すために改定さ

れたものです。 

酸性雨 

pH5.6 以下の酸性の雨のことです。 

酸性の原因は硫酸や硝酸であり，自動車，工場，発電所，ビルのボイラーなどで石油や石炭を燃やすとき，大気に放出

される二酸化硫黄，窒素酸化物などが大気中で硫酸や硝酸に変わり，雨水に取り込まれ酸性雨となります。 

次世代自動車 

平成 20 年 7 月に閣議決定された国の「低炭素社会づくり行動計画」において，ハイブリッド車，電気自動車，プラグ

インハイブリッド自動車，燃料電池自動車，クリーンディーゼル車，CNG 自動車等と定義されており，ガソリンなど化

石燃料の使用をゼロまたは大幅に減らして環境負荷を和らげる自動車です。 

純水素型燃料電池 

水素だけで発電する燃料電池のことです。 

硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素 

肥料，家畜のふん尿や生活排水に含まれるアンモニウムが酸化されたもので，作物に吸収されずに土壌に溶け出し，富

栄養化の原因となります。 

食品ロス 

「食品ロス」とは，食べられるのに捨てられてしまう食品をいいます。 

水源涵養 

雨水を土壊の中に蓄えてその水を浄化しながら徐々に流していく働きのことです。 

たとえば，水田は広範な面積に長時間水を溜めることにより，効率よく水を地中に浸透させる機能を有しており，水源

涵養機能の高い区域と考えることができます。 

水素 

水素は，地球上で最も軽い気体であり，化学の世界では H2として表示されます。H2は，宇宙で最も豊富にある H 原

子が 2 つ結びつくことにより生成されます。地球上では，H 原子は様々な元素と化合し水や化石燃料といった化合物の

状態で存在しており，多様な資源から生成することが可能とされています。 

水素エネルギー 

酸素と結びつけることで発電したり，燃焼させて熱エネルギーとして利用することができます。その際，CO2を排出し

ません。 
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水素ステーション 

燃料電池自動車の燃料となる水素を車に供給するステーションのことです。四大都市圏（首都圏，中京圏，関西圏，北

部九州圏）を中心に，官民が協力して設置が進められています。 

生物多様性 

人間も含め，同じ種類の生き物の中にもそれぞれの個性があったり，地域に特有の様々な種類の生き物がいたり，さら

に，森林や湿原，河川，海岸など様々なタイプの自然があることをいいます。この生物の「多様さ」は，人類の生存や存 

続の基盤となり，また，地域固有の財産として地域独自の文化の多様性をも支えています。 

ソーラーシェアリング 

営農型太陽光発電ともいいます。農地に支柱を立てて，営農を適切に継続しながら上部空間に設置する太陽光発電を行

う農業と発電のシェアすることです。発電した電気は売ることも可能であり，農業に必要なエネルギーとして使いコスト

の削減や収穫増に繋げることができます。 

 

た行 

第 1 種指定化学物質 

PRTR 法において対象となる化学物質は，人の健康や生態系に有害なおそれがあるなどの性状を有するもので，環境中

の存在量等に応じて，「第１種指定化学物質」と「第２種指定化学物質」に区分されます。このうち PRTR 制度の対象と

なるのは，第１種の 354 物質です。 

適応策 

「緩和策」と呼ばれる，温室効果ガスの排出量を減らす努力などに加えて，緩和を実施しても気候変動の影響が避けら

れない場合，その影響に対処し，被害を回避・軽減していくための対策を指します。 

具体例としては，沿岸防護のための堤防や防波堤の構築，水利用の高効率化，土壌の栄養素の改善，伝染病の予防など

があげられます。 

代替フロン 

オゾン層破壊への影響が大きいことから，モントリオール議定書で平成 8 年（1996）に全廃された特定フロン類の代

替品として開発が進められているもの。オゾン層破壊への影響が少なく，毒性がないことが代替フロンの条件となります。

具体的には，ハイドロフルオロカーボン類（HFCs），パーフルオロカーボン類（PFCs），六ふっ化硫黄（SF6），三ふっ

化窒素（NF3）等が挙げられます。 

大腸菌群 

大腸菌及び大腸菌と性質が似ている細菌のことです。水中の大腸菌群数は，し尿汚染の指標として使われています。 

地球温暖化 

人間の活動の拡大により二酸化炭素（CO2）をはじめとする温室効果ガスの濃度が増加し，地表面の温度が上昇するこ

とです。 

温室効果ガスの濃度が増加し，大気中に吸収される熱が増えることで，地球規模での気温上昇（温暖化）が進行し，陸

地の減少や異常気象の増加などのさまざまな問題が起きると言われています。 

低炭素 

地球温暖化の原因である温室効果ガスの排出量を削減するため，その主な排出源である化石エネルギーへの依存を低減

した状態のことです。 

田園共生区域 

市街化調整区域において，業務，産業，住宅が立地し，市域の中で都市的な機能を果している区域を田園共生区域と位

置づけ，バランスのとれた適切な環境を維持していくものとします。 
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電気自動車 

電気自動車は電動モーターで車を駆動させます。 

走行中に CO2や排気ガスを出さないため，地球環境問題（大気汚染防止）に役立ちます。 

都市計画マスタープラン 

都市計画法（昭和 43 年法律第 100 号）に定める「市町村の都市計画に関する基本的な方針」のことであり，市町村が

その創意工夫のもとで住民の意見を反映させて，都市づくりの具体性のある将来ビジョンを定めるものです。 

本市では，平成 21 年 3 月に本計画を策定され，神栖市の 20 年後の姿を想定し，長期的，総合的な都市づくりの方針

を示しています。 

特定フロン 

フロン排出抑制法で定義される用語ではありませんが，CFC（クロロフルオロカーボン）及び HCFC（ハイドロクロ

ロフルオロカーボン）のうち，「特定物質の規制等によるオゾン層の保護に関する法律」（通称，「オゾン層保護法」）に規

定する特定物質であるものを，通常，特定フロンと称しています。 

代替フロンと併せて，フロン類としてフロン排出抑制法の対象物質となっています。 

特別栽培農産物 

その農産物が生産された地域の慣行レベル（各地域の慣行的に行われている節減対象農薬及び化学肥料の使用状況）に

比べて，節減対象農薬の使用回数が 50％以下，化学肥料の窒素成分量が 50％以下，で栽培された農産物です。 

ダイオキシン類 

平成 11 年 7 月 16 日に公布されたダイオキシン類対策特別措置法においては，ポリ塩化ジベンゾ―パラ―ジオキシン

（PCDD）及びポリ塩化ジベンゾフラン（PCDF）にコプラナーPCB を含めて「ダイオキシン類」と定義されています。

ごみの燃焼過程などにおいて副産物として生成される物質です。 

ダイオキシン類 

塩素化合物の一種で，主に塩素を含んだものが燃えるとき，特に不完全燃焼のときや，化学物質の製造過程における副

生物や不純物として非意図的に生成される有害な化合物です。ダイオキシン類対策特別措置法に基づき，対策が進められ

ています。 

デマンドタクシー 

デマンドタクシーは，効率的な運行を実現するために市内を 4 つのエリアに区分し，行き先を次の 4 種類に限定して，

利用者からの電話予約で運行する乗り合いタクシーです。 

デング熱 

デング熱は，蚊に刺されることによって感染する疾患です。 

デング熱は急激な発熱で発症し，発疹，頭痛，骨関節痛，嘔気・嘔吐などの症状が見られます。通常，発症後２～７日

で解熱し，発疹は解熱時期に出現します。デング熱患者の一部は，まれに重症化してデング出血熱やデングショック症候

群を発症することがあり，早期に適切な治療が行われなければ死に至ることがあります。 
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二酸化硫黄 

化学式：SO2 

石炭や石油などの化石燃料の燃焼時に発生します。また，鉄鉱石，銅鉱石にも硫黄が含まれるため，製鉄，銅精錬工程

からも排出されます。主要な大気汚染物質のひとつとして，また窒素酸化物とともに酸性雨の原因物質として知られてい

ます。 

燃料電池自動車（FCV） 

燃料電池を搭載した電気自動車のことで，燃料電池自動車と呼ばれます。ガソリン駆動車に比べてエネルギー効率が高

く，温室効果ガスや大気汚染物質を排出しないことが特徴です。 

 

は行 

風力発電 

風力発電施設を用いて風の持つエネルギーを回転エネルギーに変換し，電力を得る発電形態をいいます。無尽蔵な風力

エネルギーを活用し，かつ発電に伴う CO2 などの排出物が少ないことから，地球温暖化対策等に資するとして注目され

ています。 

浮遊粒子状物質 

SPM（Suspended Particulate Matter）ともいいます。大気中に浮遊する粒子状の物質（浮遊粉じん，エアロゾルな

ど）のうち粒径が 10μm（マイクロメートル：μm＝100 万分の 1m）以下のものをいいます。 

放射性物質 

放射線を出す能力（放射能）を持つものです。 

バイオマス 

生物から生まれた資源のことです。森林の間伐材，家畜の排泄物，食品廃棄物など，さまざまものが資源として活用さ

れています。 

バイオマス発電 

バイオマスとは，動植物などから生まれた生物資源の総称です。 

バイオマス発電では，この生物資源を「直接燃焼」したり「ガス化」するなどして発電します。 

技術開発が進んだ現在では，様々な生物資源が有効活用されています。 

ハザードマップ 

「自然災害による被害の軽減や防災対策に使用する目的で，被災想定区域や避難場所・避難経路などの防災関係施設の

位置などを表示した地図」とされています。 

ヒ素 

ヒ素及びその無機化合物は，PRTR 法に基づく第１種指定化学物質に該当します。 

外観は，銀色または黒色のもろい結晶です。 

フッ素 

フッ素は淡黄色の気体で，天然にはフッ化物イオン（F-）として広く存在しています。人体への影響としては，中枢神

経障害が知られています。フッ素は，たとえば，飲料水中 0.5～1.0mg／L 程度の少量では虫歯予防の効果がありますが，

それ以上になると，悪影響を及ぼします。 

2001 年に水質汚濁防止法（1970）が改正され，排水基準に「フッ素及びその化合物」が追加されました。基準値はフ

ッ素 8mg／L（海域に排出の場合 15mg／L）と定められました。1999 年「水質汚濁に係る環境基準」の一部が改正され，

人の健康に関する環境基準の項目，いわゆる健康項目に追加されています。環境基準値は，0.8mg／L 以下と定められて



 

104 

資料編  

います。 

また，大気汚染防止法ではフッ素，フッ化水素，フッ化珪素がばい煙として指定されており，施設の種類により 1.0～

20mg／m3の排出基準値が設定されています。 

フロン類 

自然界に存在しない人工的な温室効果ガスであり，主として洗浄剤や冷蔵庫，カーエアコンなどの冷媒に使用されてい

ます。フロン類のうち，クロロフルオロカーボン類（CFCs）とハイドロクロロフルオロカーボン類（HCFCs）について

は，オゾン層破壊物質でもあるため，その生産の全廃が決定しています。また，CFCs や HCFCs の規制に対応した代替

物質として平成 3 年頃から使用され始めたハイドロフルオロカーボン類（HFCs）は平成 9 年に採択された京都議定書に

おいて削減対象の温室効果ガスの一つに加えられています。 

 

ま行 

モーダルシフト 

モーダルシフトとは，トラック等の自動車で行われている貨物輸送を環境負荷の小さい鉄道や船舶の利用へと転換する

ことをいいます。 

現在では，環境負荷の低減は多くの企業で社会的責任（CSR）と位置付けて，商品の生産から廃棄にいたる全ての場

面で取り組まれていますが，その中で輸送（物流）における環境負荷の低減にはモーダルシフトや輸配送の共同化，輸送

網の集約等の物流効率化が有効です。その中でも，特にモーダルシフトは環境負荷の低減効果が大きい取り組みです。 

 

や行 

有機ヒ素化合物 

炭素とヒ素の直接結合をもつ化合物の総称です。 

 

ら行 

リスクコミュニケーション 

化学物質などの環境リスクに関する正確な情報を行政，事業者，住民等のすべての者が共有しつつ，相互に意思疎通を

図ることです。 

 

アルファベット 

3R 

リデュース（Reduce），リユース（Reuse），リサイクル（Recycle）の総称です。 

5R 

「一般廃棄物処理基本計画」に基づき，3R（リデュース・リユース・リサイクル）に，リフューズ（発生抑制）・リペ

ア（修理・修繕）の 2 つを加えた総称です。 

BOD（生物化学的酸素要求量） 

生物化学的酸素要求量（Biochemical Oxygen Demand）の略称で，水中の有機物が微生物の働きによって分解される

ときに消費される酸素の量で，河川の有機汚濁を測る代表的な指標です。魚の養殖などの水産用水としては，ヤマメ，イ

ワナなどの清水性魚類に対しては 2mg／L 以下，アユなどは 3mg／L 以下，比較的汚濁に強いコイ，フナ類でも 5mg／

L 以下が適当とされています。 

COD（化学的酸素要求量） 

化学的酸素要求量（Chemical Oxygen Demand）の略称で，水中の有機物を酸化剤で酸化した際に消費される酸素の
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量で，湖沼，海域の有機汚濁を測る代表的な指標です。COD の値が大きいほど水中の有機物が多いことを示し，水質汚

濁の程度も大きいことになります。 

COP（締約国会議） 

締約国会議（Conference of the Parties）を意味し，環境問題に限らず，多くの国際条約の中で，その加盟国が物事を

決定するための最高決定機関として設置されています。気候変動枠組条約の外，生物多様性や砂漠化対処条約などの締約

国会議があり，開催回数に応じて COP の後に数字が入ります。 

CSR（企業の社会的責任） 

CSR とは，Corporate Social Responsibility の略で，「企業の社会的責任」の意味です。 

SDGs 

持続可能な開発目標（Sustainable Development Goals：SDGs）」は，2015（平成 27）年の国連総会で採択された 2016

（平成 28）年から 2030 年までの国際目標で，先進国を含めた国際社会全体が，持続可能な発展をするため，17 の目標

の達成に取り組んでいく必要があります。環境の分野では，持続可能かつ近代的なエネルギーの確保を目指した「目標 7：

エネルギーへのアクセス」，気候変動とその影響に関する対策を行う「目標 13：気候変動への対処」，陸上生態系の保護

や森林の持続可能な管理，生物多様性の損失阻止などを図る「目標 15：陸域生態系，森林管理，砂漠化への対処，生物

多様性」等，様々な目標が掲げられています。 

ZEB 

ネット・ゼロ・エネルギー・ビル（Net Zero Energy Building）の略で，ビルにおける一次エネルギー消費量を，省エ

ネ機能の向上や再生可能エネルギーの活用などの創エネにより削減し，年間を通した一次エネルギー消費量を正味でゼロ

または概ねゼロにするビルを指します。 

ZEH 

ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（Net Zero Energy House）の略で，住宅における一次エネルギー消費量を，省エ

ネ機能の向上や再生可能エネルギーの活用などの創エネにより削減し，年間を通した一次エネルギー消費量を正味でゼロ

または概ねゼロにする住宅を指します。 
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